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第 1 章 平成 27 年度における労働基準行政の運営 

 

第 1 節 概    説 

 

我が国経済は、平成24年末以降、内需が主導する形で景気は持ち直しに転じており、デフレ不況でなくな

る中、経済の好循環が動き始めている。平成27年度は、新興国経済の減速などの影響を受けて生産面での弱

さや家計の所得から個人消費への波及の遅れがみられたが、設備投資の持ち直しの動き、雇用・所得環境の

改善も続き、緩やかな回復基調が続いている。 

そのような経済情勢のもと、完全失業率は平成27年度平均で3.3％と19年ぶりの低い水準となり、有効求

人倍率も平成27年度平均で1.23倍と24年ぶりの高い水準となるなど、雇用、失業等の動向については改善が

みられた。 

また、平成27年の賃金の動きを見ると、現金給与総額は前年比0.1％増、所定内給与は前年比0.3％増と同水

準だった。 

経済は改善の動きをみせているものの、全国の労働基準監督署には、賃金不払、解雇や雇止めといった問

題に関する申告・相談が依然として数多く寄せられており、全ての労働者が適法な労働条件の下で安心して

働くことができるように、平成 27 年度においては、次のような点に重点をおいて対策を講じた。 

第１は、労働条件の確保・改善対策である。 

労働基準関係法令に係る申告件数は減少傾向にあるものの、賃金不払を中心として依然として申告が数多

く寄せられている状況がみられることから、問題ある事案に関する情報を早期に把握する等により、申告、

相談や賃金不払、解雇事案等に対する的確な対応に努めた。 

また、業績悪化に起因した人員整理を伴う事業再編の実施等の情報を把握した場合には、不適切な解雇、

雇止め予防等のための啓発指導を実施するとともに、配置転換命令や出向命令の有効性について争われた裁

判例を記載したパンフレット「適切な労務管理のポイント」を周知した。 

第２は、労働者の安全と健康の確保対策である。 

我が国の労働災害による死亡者数及び休業４日以上の死傷者数は、いずれも長期的には減少傾向にあり、

平成 27 年においては、死亡者数が 972 人（前年比 8.0％減）、休業４日以上の死傷者数が 116,311 人（前年

比 2.7％減）と、いずれも前年を下回った。特に死亡災害は、統計を取り始めて以来、初めて 1,000 人を下回

った。 

労働者の健康を取り巻く状況をみると、平成 27 年における職業性疾病の発生者数は、7,368 人（前年比

0.6％減）であった。また、改正労働安全衛生法（平成 26 年法律第 82 号）のうち、重大な労働災害を繰り返

す企業への対応、ストレスチェック制度が施行され、一定の危険・有害な化学物質に係るリスクアセスメン

ト実施の義務づけについて、施行日である平成 28 年６月１日に向け、確実な施行のため周知等を行った。 

第３は、労働時間対策である。 

我が国の年間総実労働時間は、週 40 時間労働制に向け法定労働時間を段階的に短縮することとした改正労

働基準法が施行された昭和 63 年以降、長期的には減少傾向にあり、平成 27年においては、1,734 時間(前年
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比７時間減 となっている。うち、所定内労働時間は 時間 前年比７時間減 、所定外労働時間は 時

間 前年同 となっている。

週休２日制も広く普及し、何らかの週休２日制の適用を受ける労働者の割合は、平成 年１月１日時点の

調査で ％となった。ただし、週休２日制の形態別にみると、完全週休２日制の割合は ％で、特に中

小企業で普及が遅れている。

また、年次有給休暇の動向をみると、平成 年で労働者一人平均の付与日数は 日、取得日数は

日、取得率は ％となった。

こうした状況の中、労働時間対策としては、単に労働時間の短縮を図るだけではなく、労働時間、休日及

び休暇等の設定を、労働者の健康と生活に配慮するとともに、多様な働き方に対応したものへと改善するこ

とが重要となっている。

これらを踏まえ、労働時間等の設定改善の円滑な実施を図るため、労働時間等の設定の改善に関する特別

措置法（平成４年法律第 号）に基づき、労働時間等見直しガイドライン（労働時間等設定改善指針（平成

年厚生労働省告示第 号））の周知・啓発、職場意識改善助成金の支給等により、労使の自主的な取組の

促進に努めた。

さらに、長時間労働を抑制するととともに、労働者が、その健康を確保しつつ、創造的な能力を発揮しな

がら効率的に働くことができる環境を整備することを目的とした、「労働基準法等の一部を改正する法律案」

を平成 年４月３日に第 回通常国会に提出し、現在、継続審議の取扱いとなっている。

第４は賃金対策の推進である。

地域別最低賃金は、地域の実情等を踏まえて、その引上げに努め、特定最低賃金も、産業の実情に応じて

必要な改定が行われるように努めた。改定後においては、周知徹底に努めるとともに、監督指導を行い、遵

守の徹底を図った。

また、賃金制度等に関する労使の相談に応じ、賃金・退職金制度等の自主的な整備・改善について援助し

た。

第５は、労災補償についてである。

被災労働者及びその遺族の迅速かつ公正な保護をするという労働者災害補償保険法（昭和 年４月７日法

律第 号）の目的が実現されるよう、迅速・適正な労災補償の実施に努めた。

過労死等に係る事案については、脳・心臓疾患に関する労災認定基準や精神障害に関する労災認定基準を、

石綿関連疾患に係る事案については、石綿関連疾患に関する労災認定基準を的確に運用することにより、迅

速かつ適正な労災補償に努めた。

第 節 労働条件対策の推進

．一般労働条件の確保・改善対策の推進

法定労働条件の確保

企業を取り巻く環境の変化や働き方の多様化が進む中、地域の産業動向等を敏感にとらえ、的確な行

－ 2－



 

- 3 - 
 

政展開を図っていくため、管内の実情を踏まえつつ、基本的な労働条件の枠組みの確立、労働時間管理

の適正化、健康管理の徹底に関する事項の履行確保を中心とした一般労働条件の確保・改善対策を一層

積極的に推進した。

また、労働基準関係法令違反に対しては、厳正に対処した。

労働時間管理の適正化の徹底

賃金不払残業の解消を図るため、これに係る申告・相談が依然として認められる状況について使用者

の理解を得た上で「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関する基準」 平成 年

月 日付け基発第 号 の遵守を重点とした監督指導等を引き続き実施するとともに、「賃金不払残業

総合対策要綱」（平成 年５月 日付け基発第 号）に基づき「賃金不払残業の解消を図るため

に講ずべき措置等に関する指針」（平成 年５月 日付け基発第 号）の周知を図り、労使の

自主的な改善を促すなど総合的な対策を推進した。

また、重大又は悪質な事案に対しては、司法処分を含め厳正に対処した。

改正労働契約法等の周知

有期労働契約で働く労働者が安心して働き続けることができる社会を実現するため、平成 年に改正

された内容も含め、労働契約法（平成 年法律第 号）の内容について、無期転換ルールに関するリ

ーフレット、企業における無期転換に関する好事例集等を活用した周知や、中小企業や労働者向けのセ

ミナーの開催のほか、学生向けのセミナーの開催により、周知徹底を図った。また、有期労働契約につ

いて、適正な労働条件を確保するとともに、良好な雇用形態として活用されるようにするため、有期労

働契約の締結時に、労働基準法（昭和 年法律第 号。以下「労基法」という。）第 条に基づき、

「期間の定めのある労働契約を更新する場合の基準に関する事項」を明示すること及び「有期労働契約

の締結、更新及び雇止めに関する基準」（平成 年厚生労働省告示第 号）に基づく雇止めの予告等

について、その遵守の徹底を図った。

企業倒産に伴う解雇等に係る労働条件の履行確保

企業倒産に伴う解雇、賃金不払等の法定労働条件の履行確保上問題が発生するおそれがある企業に関

する情報の早期かつ的確な把握に努めるとともに、適切な監督指導を実施し、賃金不払事案等の発生の

防止及びその早期解決に努めた。

．働き過ぎ防止のための取組強化

従前から、長時間にわたる時間外労働等が恒常的に行われ、過重労働による健康障害の発生が懸念される

事業場等に対して重点的な指導を行う等、過重労働による健康障害防止のための各種対策を講じてきたとこ

ろであるが、平成 年６月に、「過労死等防止対策推進法」（平成 年法律第 号）が成立し、平成

年６月に閣議決定された「『日本再興戦略』改訂 －未来への投資・生産性革命－」においては、昨年に

引き続き、「働き過ぎ防止の取組強化」が盛り込まれた。

こうした状況の中、厚生労働省では、平成 年９月 日に大臣を本部長として設置された「長時間労働

削減推進本部」の指示のもと、平成 年においては、

同年１月、月 時間超の残業を把握したすべての事業場等に対する監督指導の徹底

同年４月、複数の労働局にまたがる過重労働に係る事案等に対応する特別チーム「過重労働撲滅特別
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対策班」（通称「かとく」）を東京労働局及び大阪労働局に設置

同年５月、社会的に影響力が大きい企業が複数の事業場で違法な長時間労働を行っている場合に、是

正指導した段階で公表

など、働き過ぎの防止のための取組を強化している。

また、平成 年 月に「過重労働解消キャンペーン」として以下の取組を実施した。

労使の主体的な取組を促すため、使用者団体や労働組合に対し、大臣、副大臣、大臣政務官による協

力要請を行った。

長時間にわたる過重な労働による過労死等に関する労災請求のあった事業場等に対する重点的な監督

指導を実施した。その結果、全国で 事業場に監督指導を実施し、その約半数に当たる 事業

場において違法な時間外労働が認められたため、是正に向けた指導を行った。

月７日に「過重労働解消相談ダイヤル」を全国一斉に実施し、 件の相談を受け付けた。

過重労働防止対策に必要な知識やノウハウを習得するためのセミナーを全国 か所で計 回実施す

ることにより、企業の自主的な改善を推進した。

．若者の「使い捨て」が疑われる企業等への取組の強化

劣悪な雇用管理を行い、若者の「使い捨て」が疑われる企業等の存在と対策の必要性が引き続き各方面で

指摘されており、政府においても、「『日本再興戦略』改訂 －未来への挑戦－」において、若者の活躍推

進の観点から、「若者の『使い捨て』が疑われる企業等への対応策の充実強化を図る。」とされた。

このような中、厚生労働省では、若者の「使い捨て」が疑われる企業等への取組の強化として、以下のよ

うな取組を行った。

平成 年９月１日に、平日夜間・休日に無料で相談を受け付ける「労働条件相談ほっとライン」を設

置し、平成 年４月１日から平成 年３月 日までの間に、 件の相談を受け付けた。

平成 年 月 日に、労働条件ポータルサイトを設置するとともに、平成 年 月から平成

年２月の間に、大学生等を対象とする労働条件セミナーを全国で 回、高校生等を対象とする講師派遣

を全国で 回実施することにより、労働関係法令の基礎知識や相談窓口について、広く情報発信を行っ

た。

平成 年 月に、若者の「使い捨て」が疑われる企業等に対する重点的な監督指導を実施した。そ

の結果、全国で 事業場に監督指導を実施し、その ％に当たる 事業場において労働基準

関係法令違反が認められたため、是正に向けた指導を行った。

．学生アルバイトの労働条件の確保及び適切な労務管理に向けた取組

学生がアルバイトをする際、事業主の労働基準法違反などにより、さまざまなトラブルに巻き込まれるこ

とがあることから、平成 年４月１日から７月 日までの期間に、大学生等を対象として、アルバイトを

始める前に労働条件の確認を促すことを目的とした「アルバイトの労働条件を確かめよう！」キャンペーン

を実施した。

また、学生アルバイトを巡る労働条件や学業への影響等の現状及び課題を把握し、適切な対策を講じるた

め、８月から９月にかけて、大学生等を対象にアルバイトに関する意識等調査を実施した。

その調査結果を踏まえ、 月には経済団体に、 月には文部科学省と連携して、学生アルバイトの就労
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が多い業界団体に対し、労働基準関係法令の遵守のほか、シフト設定などの課題への配慮等について要請し

たほか、相談対応の強化を行った。

続いて、平成 年 月から平成 年２月にかけて、高校生に対しても同様の意識等調査を実施した。

．特定の労働分野における労働条件確保対策の推進

自動車運転者

自動車運転者については、依然として長時間労働の実態が認められることから、荷主を含む関係業界

に対して、労働基準関係法令、「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（平成元年労働省告示

第７号）等について周知することにより、理解の促進を図るとともに、業界団体未加入の事業者に対し

ても法令等の周知等を行った。

また、国土交通省と連携して、地方運輸機関との連絡会議を開催し、自動車運転者の労働条件改善等

に係る情報・意見交換を行った。これを踏まえて、長時間労働が行われるなど自動車運転者の労働時間

等の労働条件の確保に問題があると認められる事業場に対して的確な監督指導を実施するとともに、地

方運輸機関と連携し、合同による監督・監査、相互通報制度の実施等により労働基準関係法令等の遵守

の徹底を図った。

さらに、タクシー運転者の賃金制度のうち、累進歩合制度の廃止に係る指導等について、一層の徹底

を図った。

加えてトラック運転者については、平成 年５月より、荷主、事業者、学識経験者、行政等からなる

協議会を立ち上げ、長時間労働抑制等に向けた環境整備を図っている。

障害者である労働者

平成 年 月の「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」（平成 年法

律第 号）の施行を受け、障害者である労働者の法定労働条件の履行確保を図るため、関係行政機関と

の連携を一層深め、積極的な情報の共有を行うとともに、問題事案の発生の防止及び早期是正を図り、

障害者である労働者を使用する事業主に対する啓発・指導にも努めた。

外国人労働者、技能実習生

技能実習生を含めた外国人労働者については、法定労働条件確保上の問題が認められる事案が多いこ

とから、職業安定行政との連携を図りつつ、新たな枠組みで受入れが開始された外国人建設就労者や外

国人造船就労者等の外国人労働者を含め、事業主等に対して労働基準関係法令を周知するとともに、労

働契約締結時の労働条件の書面による明示、賃金支払の適正化等の徹底を図った。

また、技能実習生については、労働基準関係法令違反があると考えられる事業場に対して重点的に監

督指導を実施し、重大又は悪質な労働基準関係法令違反事案に対しては、司法処分を含め厳正に対処す

るとともに、出入国管理機関との相互通報制度の確実な運用を図った。

特に、平成 年 月からは、同年５月に設置した関係省庁を構成員とする「人身取引対策関連法令

執行タスクフォース」において作成した「人身取引取締りマニュアル」を活用しつつ、強制労働等技能

実習生の人権侵害が疑われる事案について出入国管理機関と合同で監督・調査を行い、法令違反に対し

ては司法処分も含め厳正に対処した。

なお、技能実習制度の適正化のために、外国人技能実習機構を新設する等の内容が盛り込まれた「外
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国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律案」を平成 年３月６日に第 回通

常国会に提出し、現在、継続審議の取扱いとなっている。

介護労働者

介護事業に使用される労働者の法定労働条件の履行確保を図るため、事業の許可権限を有する都道府

県等と連携し、引き続き労働基準関係法令の適用について周知するとともに、計画的に監督指導を実施

するなどにより、労働基準関係法令の遵守の徹底を図った。

派遣業及び業務請負業における労働者

派遣労働者については、違法な時間外労働や割増賃金不払等の法定労働条件の履行確保上の問題が認

められることから、派遣労働者の適正な労働条件が確保されるよう引き続き指導を行った。

また、偽装請負が疑われる事案については、共同監督の実施など職業安定行政と連携した対応を行う

とともに、偽装請負が関係する死亡災害をはじめとする重篤な労働災害については司法処分も含め厳正

に対処した。

短時間労働者

短時間労働者の適正な労働条件を確保するため、短時間労働者に係る労働基準関係法令の遵守を徹底

するとともに、「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律」（平成５年法律第 号）及び「事業

主が講ずべき短時間労働者の雇用管理の改善等に関する措置等についての指針」（平成 年厚生労働

省告示第 号）の趣旨・内容についての周知・啓発を推進した。

．未払賃金立替払制度の迅速かつ適正な運営

企業倒産件数は７年連続で減少しており、景気の緩やかな回復が続いたものの、海外景気の下振れが、引

き続き我が国の景気を下押しするリスクとなっており、経済情勢の悪化による企業倒産件数の増加の懸念

が排除しきれなかったことを踏まえ、企業倒産により賃金の支払を受けられない労働者の救済を図るため、

不正受給防止に留意しつつ、引き続き迅速かつ適正な対応を図った。平成 年度においては、労働者

人に対し、総額約 億円の立替払を行った。

第３節 安全衛生対策の推進

．基本的事項に関する対策の推進

第 次労働災害防止計画

平成 年度から平成 年度までの５年間を対象期間とする第 次労働災害防止計画においては、

①死亡者数について、平成 年までに平成 年に比して ％以上減少させること、②休業４日以上の

死傷者数について、平成 年までに平成 年に比して ％以上減少させること等を目標として、第３

次産業の労働者数の増大と労働災害の変化等に応じた労働災害防止対策を計画的に推進している。

危険性又は有害性等の調査（リスクアセスメント）の推進

近年、生産工程の多様化・複雑化が進展するとともに、労働災害の原因が多様化し、その把握が困難

になっていることを踏まえ、リスクアセスメント及びこれに基づく措置の実施が努力義務化されたこと
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について、その適切な実施の促進を図った。

労働安全衛生マネジメントシステムの普及促進

労働災害の一層の減少を図るには、個人の経験と能力のみに依存せず、リスクアセスメント等の措置

を組織的かつ体系的に実施することが重要であることから、このような取組を推進する労働安全衛生マ

ネジメントシステムについて、「労働安全衛生マネジメントシステムに関する指針」（平成 年労働省告

示第 号）の普及促進を図った。

安全衛生に係る事前評価の推進

機械設備の設置、建設工事等に係る計画の届出については、その円滑な実施を図るとともに、引き続

き都道府県労働局長による審査の的確な運用を推進した。

．業種別労働災害防止対策の推進

製造業

関係請負人を含めた総合的な安全衛生管理体制を確立するため、「製造業の元方事業者による総合的な

安全衛生管理のための指針」（平成 年８月１日付け基発 号）の周知を行うとともに、同指針

に定められた措置の実施等について指導を行った。

また、リスクアセスメント等の実施を促進するため、作業別リスクアセスメントマニュアル等を活用

した集団指導、個別指導等を計画的に実施した。

建設業

建設現場の重層化した請負形態における安全管理の定着を促進するため、元方事業者、関係請負人、

業界団体及び発注者の実施事項等を示した「建設業における総合的労働災害防止対策」（平成５年５月

日付け基発第 号の２）を推進した。

建設業における死亡災害の約４割を占める墜落・転落災害の防止については、労働安全衛生規則（昭

和 年労働省令第 号。以下「安衛則」という。）を改正し（平成 年７月施行）、足場の組立て等

の作業における安全帯取付設備の設置や同作業にかかる特別教育の実施等、墜落・転落災害が多発して

いる足場における労働災害防止対策を強化した。

さらに、安衛則に定められている法定の墜落・転落防止措置以外に実施が望ましい事項として、手す

り先行工法等の「より安全な措置」の普及を促進するため、現場の診断等による足場の設置事業者に対

する支援を行った。

陸上貨物運送事業

陸上貨物運送事業における死傷災害の約７割を占める荷役作業時における労働災害を減少させるため、

「陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン」（平成 年３月 日付け基発 第

１号）に基づき、対策の普及を図った。また、死亡災害に占める交通事故の割合が高いことから、「交通

労働災害防止のためのガイドライン」（平成 年４月３日付け基発第 号）に基づく指導を行っ

た。

港湾貨物運送事業

港湾荷役作業における揚貨装置による災害及び墜落・転落災害等の防止対策を徹底した。

林業
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林業における休業４日以上の災害のうち約２割を占めるチェーンソー作業に関連して「チェーンソー

による伐木等作業の安全に関するガイドライン」（平成 年 月７日付け基発 第３号）を発出し、

チェーンソー作業における労働災害防止対策の一層の推進を図った。

第三次産業

第三次産業での災害が増加していること等を踏まえて、小売業、社会福祉施設等を重点に、業界団体

と連携し、「労働安全衛生法施行令第２条第３号に掲げる業種における安全推進者の配置等に係るガイ

ドライン」（平成 年３月 日基発 第６号）に基づく安全管理体制の確保、４Ｓ（整理、整頓、

清潔、清掃）、ＫＹ（危険予知活動）の普及促進を図った。

以上の対策に加え、建設業、陸上貨物運送事業、港湾貨物運送事業及び林業・木材製造業については、業

種別労働災害防止協会と十分な連携を図りつつ、それぞれの業種に応じた対策を積極的に推進した。

．特定災害防止対策の推進

機械設備の労働災害防止対策の推進

機械設備メーカ一等に対する指導を実施することなどにより、機械設備の安全化を推進するとともに、

機械設備の使用時の安全性を確保するため、安衛則に基づく食品加工用機械に係る指導を行い、また、

検査業者等に対する指導を強化し、適切な定期自主検査の徹底を図った。

また、職場において使用される機械は多岐にわたるとともに、技術の進歩等により新たな機械が開発・

導入されていることから、すべての機械に適用する「機械の包括的な安全基準に関する指針」（平成

年７月 日付け基発第 号）及び「機械譲渡者等が行う機械に関する危険性等の通知の促進に関

する指針」（平成 年厚生労働省告示第 号）について、その周知・普及を図るとともに、安衛則

の改正によって、努力義務化された機械の危険性等の通知について、その適切な実施の促進を図った。

さらに、近年の鉄鋼業における就業構造の変化、非定常作業にかかる法令改正、リスクアセスメント

の普及等の状況を踏まえ、「鉄鋼生産設備の非定常作業における安全衛生対策のためのガイドラインの改

正について」（平成 年２月 日付け基発 第１号）を発出し、その周知を図った。

爆発・火災災害の防止対策

爆発等のおそれがある化学設備又は特定化学設備の改造、修理、清掃等の仕事を発注する者が請負人

に対して必要な情報を提供することが義務とされていることについて、引き続きその周知を図った。

近年、爆発・火災災害が多発したことから、内閣官房の主導により、保安関連法を所掌する３省（総

務省消防庁、経済産業省及び厚生労働省）が「石油コンビナート等における災害防止対策検討関係省庁

連絡会議」を設置し、作成した報告書を踏まえ、平成 年６月から「石油コンビナート等災害防止３省

連絡会議」を定期的に開催し、地方も含めた関係機関の連携を図っているほか、リスクアセスメントの

徹底や安全確保体制の整備など、事業者や業界団体の取組を促した。

転倒災害防止対策の推進

労働災害による休業４日以上の死傷者数のうち、件数が最も多い転倒による労働災害を防止するため、

平成 年１月から「 ！転倒災害プロジェクト 」を開始し、転倒災害防止に係るリーフレット

の配布、ポータルサイトの開設、各種団体への要請、チェックリストを活用した事業場への指導等を行

った。本プロジェクトにより、転倒災害に対する安全対策の必要性について、事業場の理解を促すとと
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もに、労使が一体となって、職場の安全意識が醸成・浸透されるよう意識啓発を図った。

．高年齢労働者の労働災害防止対策の推進

高年齢労働者に配慮した安全衛生対策のマニュアルの普及を図った。

．派遣労働者の安全衛生確保対策の推進

派遣労働者の労働災害を防止するため、職業安定行政と連携しつつ、集団指導等、派遣元及び派遣先双方

の事業主に対し労働安全衛生法（昭和 年法律第 号。以下「安衛法」という。）上の措置義務の周知を

行うとともに、遵守の徹底を図り、引き続き派遣労働者に係る労働災害防止対策を推進した。

．職業性疾病対策の推進

化学物質等有害物による健康障害の防止対策

化学物質による健康障害防止対策については、特定化学物質、有機溶剤等の取扱事業場における化学

物質関係法令の履行確保を計画的に推進した。また、「労働安全衛生法第 条第３項の規定に基づき厚

生労働大臣が定める化学物質による健康障害を防止するための指針」（平成 年 月 日付け健康障

害を防止するための指針公示第 号）に基づき、がん原性物質やがん原性が疑われる物質へのばく露防

止対策を推進した。さらに、「ナノマテリアルに対するばく露防止等のための予防的対応について」（平

成 年３月 日付け基発第 号）や「洗浄又は払拭の業務等における化学物質のばく露防止対

策について」（平成 年３月 日付け基発 第１号）に基づき、有害性が不明な物質への予防的対

策を推進した。

さらに、休業４日以上の業務上疾病のうち、依然として、化学物質による薬傷・やけどによるものが

年間約 人にのぼっており、うち約 人が眼にばく露する災害であることを踏まえ、薬傷・やけど

防止対策の周知等を改めて図った。

加えて、化学物質の製造事業場において、５名の労働者と退職者に膀胱がんが発症していることが発

覚したため、その５名が取り扱っていたオルト－トルイジンなど芳香族アミン計５物質について、予防

的観点から、全国の関連事業場・業界団体へ労働者のばく露防止と健康管理の徹底について要請を行っ

た。

その他、一酸化炭素中毒、酸素欠乏症・硫化水素中毒等の防止対策の推進を図った。

また、化学物質の有害性の調査については、がん原性試験等に加え、平成 年に策定した「既存化学

物質評価 カ年計画」に基づき、文献調査や中期発がん性試験や形質転換試験等の各種スクリーニング

試験等を行った。

さらに、化学物質によるリスクアセスメントについて、事業者の努力義務となっていたが、平成 年

６月の安衛法の改正により、一定の化学物質等についてのリスクアセスメントの実施が義務化された（平

成 年６月施行）。また、具体的事項について「化学物質等による危険性又は有害性等の調査等に関す

る指針」（平成 年９月 日付け危険性又は有害性等の調査等に関する指針公示第３号）を策定し、施

行に向けた周知の徹底を図った。

一方、化学物質等の危険有害性等の表示・通知制度については、「化学品の分類および表示に関する世

界調和システム」（ＧＨＳ）に関する国連勧告を踏まえ、安衛法、「化学物質等の危険性又は有害性等の

表示又は通知等の促進に関する指針」（平成４年労働省告示第 号）等に基づき、ＧＨＳに準拠した化
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学物質の危険有害性等のラベル表示及び安全データシート（ＳＤＳ）交付等について引き続き関係事業

者等への周知を図った。

また、粉じん障害の防止については、平成 年度から開始した「第８次粉じん障害防止総合対策」（平

成 年２月 日付け基発 第２号）により、アーク溶接、金属の研磨作業、ずい道等建設工事にお

ける粉じん障害防止を重点事項とした中期計画を立て、計画的な指導を実施するなど、長期的な観点に

立つ総合的な対策の強化を図った。

石綿による健康障害の防止対策の推進

建築物等の解体等の作業における労働者の石綿ばく露防止対策について、計画届、作業届のほか、関

係行政機関等からの情報を収集し、監督指導等や、必要に応じて地方自治体、労働災害防止団体と連携

して現場パトロールを実施する等により、石綿障害予防規則（平成 年厚生労働省令第 号。以下「石

綿則」という。）及び「建築物等の解体等の作業及び労働者が石綿にばく露するおそれがある建築物等に

おける業務での労働者の石綿ばく露防止に関する技術上の指針」（平成 年３月 日付け技術上の指針

公示第 号）の遵守の徹底を図った。

さらに、石綿則に基づく健診の実施の徹底、過去に石綿を取り扱う作業に従事した者に対する健診の

受診勧奨、交付要件を見直した健康管理手帳制度の周知等、退職者を含めた石綿取扱作業従事者等に対

する健康管理対策を積極的に推進した。

その他の健康障害防止対策

電離放射線障害防止対策については、電離放射線障害防止規則（昭和 年労働省令第 号。以下「電

離則」という。）により、引き続き被ばく管理の徹底を図るとともに、騒音障害防止対策については、「騒

音障害防止のためのガイドライン」（平成４年 月１日付け基発第 号）の周知徹底を図った。

ＶＤＴ作業による健康障害防止対策については、「ＶＤＴ作業における労働衛生管理のためのガイドラ

イン」（平成 年４月５日付け基発第 号）の周知徹底を図った。

腰痛予防対策については、「職場における腰痛予防対策指針」（平成 年６月 日付け基発 第１

号）に基づき、腰に負担の少ない介護介助法などについて、社会福祉施設等の事業場を中心に周知等を

図った。加えて、「チェーンソー取扱い作業指針」（平成 年 月 日付け基発 第１号）及び「チ

ェーンソー以外の振動工具の取扱い業務に係る振動障害予防対策指針」（同日付け基発 第２号）に

基づき、新たな振動工具の振動加速度のレベルに応じた振動ばく露時間の抑制を図った。

熱中症の予防対策については、ＷＢＧＴ値（暑さ指数）の活用や熱への順化、水分・塩分の自覚症状

によらない定期的な摂取、健康診断結果に基づく対応等について指導等を行った。

．労働者の健康確保対策の推進

過重労働による健康障害の防止対策

長時間労働者に対する医師による面接指導等の実施、過重労働による健康障害の防止対策についての

衛生委員会等での調査審議の実施について、事業者に対し周知、指導等を行った。

さらに、「過重労働による健康障害防止のための総合対策」（平成 年３月 日付け基発第

号）について、事業者等に周知を図った。

メンタルヘルス対策等
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メンタルヘルス対策についての衛生委員会等での調査審議の実施や、「労働者の心の健康の保持増進の

ための指針」（平成 年３月 日付け健康保持増進のための指針公示第３号）について、事業者に対

して周知、指導等を行うとともに、平成 年６月に改正された安衛法等により、労働者数 人以上の

事業主に義務づけられた心理的な負担の程度を把握するための検査（以下「ストレスチェック」という。）

等の実施（平成 年 月施行）について、事業者に対し、周知を図った。

また、事業者の取組を支援するため、全国 都道府県に設置した産業保健総合支援センター及びその

地域窓口において、メンタルヘルス不調の予防から早期発見と適切な対応、職場復帰支援、メンタルヘ

ルスを含む労働者の健康管理についての相談対応、長時間労働者に対する面接指導に至るまで、メンタ

ルヘルス対策を含む産業保健活動への総合的な支援を実施した。

さらに、メンタルヘルスポータルサイト「こころの耳」により、事業者、産業保健スタッフ、労働者

等に対してメンタルヘルスに関する情報提供を引き続き行った。

受動喫煙防止対策

受動喫煙防止対策助成金制度等の各種支援制度の周知及び利用の促進により、職場における受動喫煙

防止対策の普及・啓発を行った。

．中小規模事業場における労働災害防止対策の推進

労働安全コンサルタント、労働衛生コンサルタント等による中小規模事業場の安全衛生診断及び安全衛生

改善計画の作成を促進した。

．外国人労働者の労働災害防止対策の推進

外国人労働者の労働災害を防止するため、「外国人労働者の雇用管理の改善に関して事業主が適切に対処

するための指針」（平成 年厚生労働省告示第 号）に基づき、外国人労働者が理解できる方法による安

全衛生教育等の実施について指導を行った。

．国際化に対応した安全衛生対策の充実

国際化の進展に伴い、国際貢献の観点から（独）国際協力機構（ＪＩＣＡ）を通じた開発途上国に対す

る技術協力を実施するとともに、開発途上国の安全衛生実務者に対する研修事業等を展開した。

また、我が国の労働安全衛生基準について、必要に応じて国際基準との整合性の確保を図った。

．労働災害防止対策を推進する体制の整備等

行政体制の整備等

ア 産業構造・就業構造の変化、技術革新の進展等安全衛生を取り巻く情勢の変化に対応した労働安全

衛生関係法令の整備・充実を図るとともに、労働災害が多発した事業場、労働災害の発生率が高い業

種に属する事業場、重篤な職業性疾病が発生するおそれのある事業場等に重点を置き、監督指導、集

団指導等を強化した。

イ 監督指導、集団指導の実施体制の充実を図るとともに、技術の進歩等に的確に対応するため、職員

の研修を充実し、事業場等に対する専門的・技術的な指導を強化した。

ウ 厚生労働科学研究費補助金による研究支援などにより安全衛生に関する研究、労働災害・職業性疾

病の原因等の科学的な調査研究等を積極的に推進した。

エ 登録教習機関、登録性能検査機関等に対する監査指導を行った。
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オ 安全衛生労使専門家会議、労働衛生指導医等の活用に努めた。

安全衛生教育体制

安全衛生教育用教材の整備、講師の養成を図ることにより、地域及び各事業場において、事業者、労

働災害の防止のための業務に従事する者及び労働者に対する安全衛生教育の水準の向上を図るよう努め

た。

労働災害防止団体等の活動の強化

労働災害防止団体の中央及び地方での活動の活性化を促進した。

また、安全衛生に関する専門技術団体及び産業医、労働安全コンサルタント、労働衛生コンサルタン

トその他の安全衛生の専門家の組織と連携を密にするとともに、その積極的な活用を図った。

．企業による労働者の安全と健康に対する取組の推進

安全衛生優良企業公表制度

労働安全衛生に関して積極的な取組を行っている企業を認定、企業名を公表し、社会的な認知を高め、

より多くの企業に安全衛生の積極的な取組を促進するための「安全衛生優良企業公表制度」の運用を平

成 年６月から開始した。過去３年間労働安全衛生関連の重大な法違反がないなどの基本事項に加え、

労働者の健康保持増進対策、メンタルヘルス対策、過重労働防止対策、安全管理など、幅広い分野で積

極的な取組を行っている企業を「安全衛生優良企業」として認定し、厚生労働省のホームページで公表

した。

あんぜんプロジェクト

企業における安全運動を活性化させるため、安全な職場づくりに熱心に取り組んでいる企業が国民や

取引先に注目されるための運動「あんぜんプロジェクト」を展開しており、その一環として、労働災害

防止のための安全活動の「見える化」の取組事例を、企業・事業場から募集し、広く国民からの投票等

により優良事例を決める「『見える』安全活動コンクール」を実施し、企業・事業場における安全活動の

活性化を図った。

第４節 東日本大震災への対応

．東京電力福島第一原子力発電所の作業者への対応

福島労働局及び富岡労働基準監督署は、定期的に、東電福島第一原発に対して、被ばく線量管理、廃炉作

業における労働災害防止のための措置等の実施状況に関する立入調査を実施している 。

福島労働局管下の労働基準監督署では、平成 年に廃炉作業を行う 事業者に対して監督指導を実施

し、そのうち 事業者（違反率 ％）に労基法や安衛法等の労働基準関係法令違反が認められたこと

から、是正指導を行った。また、福島県と合同のパトロールの実施や、労働基準関係法令に係る説明会を定

期的に開催している。

さらに、平成 年５月１日に取りまとめられた「東電福島第一原発作業員の長期健康管理等に関する検

討会報告書」に基づき、特例緊急被ばく限度の引き上げ等の省令等の改正を行い（平成 年８月 日改
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正、平成 年４月１日施行）、その周知を図った。

このほか、緊急作業従事者の放射線被ばく状況やその対策に関する情報を英訳するとともに、随時、厚生

労働省のホームページへ掲載している。

．除染等業務に従事する労働者への対応

福島労働局管下の労働基準監督署では、平成 年に除染等業務を行う 事業者に対して監督指導を

実施し、そのうち 事業者（違反率 ％）に労基法や安衛法等の労働基準関係法令違反が認められた

ことから、是正指導を行った。また、福島県や市町村と合同のパトロールの実施や、環境省と連携して労働

災害防止対策に努めている。

さらに、平成 年 月 日には、福島労働局独自で除染作業等遵法水準向上総合対策を策定し、事業

者に対する自主的な法令遵守への取組促進、除染現場における重点的な監督指導等を行っている。

このほか、除染等業務に従事する労働者の被ばく線量管理については、元請事業者が中心となって、労

働者の被ばく線量等を登録管理する制度（事務局：（公財）放射線影響協会）が平成 年 月 日に発足

したことを受け、関係のガイドラインを改正することにより当該制度の活用を指導した。

．復旧・復興工事における労働災害防止対策

震災復旧・復興工事については、現在、被災地域において実施されている建築物等の解体工事における労

働災害防止対策を引き続き徹底するとともに、被災地域の復興計画等に基づく地方自治体の発注情報を把

握した上で、集団指導、パトロール、個別指導等を組み合わせることにより効果的・効率的な指導を実施し

た。

また、震災復興工事においては、一定の工事エリア内で複数の工事が近接・密集して実施され、工事が輻

そうすることによる労働災害を防止するため、地方自治体の公共工事担当部署等との連絡会議を適切に開

催するとともに、発注者及び近接工事の元方事業者による工事エリア別協議組織の設置・開催を指導するな

どにより、復興工事の進捗状況に応じた労働災害防止対策を推進した。

さらに、復旧・復興工事には、被災者や他業種の労働者が建設業に新たに参入することが予想されたため、

新規入職者に対する安全衛生教育が確実に行われるよう徹底した。

加えて、被災３県に安全衛生に関する拠点を設置し、専門家による①工事現場への巡回指導、②安全衛生

教育への技術的支援等を実施した。

．石綿健康障害予防対策

東日本大震災の被災地では、石綿含有建材を使用した建築物の解体等や石綿を含有するがれき等の集積

等も行われている。そのため、厚生労働省では、都道府県労働局・労働基準監督署の実施する監督指導等や

パトロール等現場指導のほか、適正なばく露防止対策が実施されているかどうか確認するため、被災地の解

体現場等での石綿の飛散のモニタリング調査を実施した。なお、調査結果については、環境省と合同で開催

している東日本大震災アスベスト対策合同会議で報告した。

－ 13－



 

- 14 - 
 

第５節 労働時間対策

中小企業等における労働時間等の設定の改善の促進に向けて、所定外労働の削減等労働時間対策、年次有

給休暇の取得促進を推進した。

．労働時間等見直しガイドライン（労働時間等設定改善指針）の周知・啓発

長時間労働の抑制や年次有給休暇を取得しやすい環境の整備に向けた関係者の取組の促進を図ることを

目的として、「労働時間等見直しガイドライン」の周知・啓発を行った。

．労働時間等の設定改善に向けた取組の推進

都道府県労働局に配置した「働き方・休み方改善コンサルタント」による中小企業等に対する助言・指導

を行うとともに、労働時間等の設定改善に積極的に取り組む中小企業事業主等に対して助成金の支給を行っ

た。

第６節 賃金対策の推進

．最低賃金対策

地域別最低賃金については、経済の動向、地域の実情を踏まえて、その引上げに努めるとともに、最低賃

金の引上げにより影響を受ける中小企業に対して、支援を実施した。また、特定最低賃金についても、産業

の実情に応じ、必要な改定が行われるように努めた。

第 回中央最低賃金審議会で、今年度の地域別最低賃金額改定の目安について答申が取りまとめられ、

すべての地方最低賃金審議会で 円以上（ 円～ 円） の引上げが答申された。

改定後においては、改定の時期を中心に周知徹底に努めるとともに、問題のある業種等を的確に把握した

上で、監督指導を行い、遵守の徹底を図った。

平成 年中に、最低賃金法（昭和 年法律第 号。以下「最賃法」という。）の履行確保を主眼とし

て実施した監督指導の件数は、 件で、このうち、最賃法第４条違反が認められたものは 件 違

反率 ％ であった。

なお、最低賃金の引上げについては、平成 年 月 日の経済財政諮問会議において、総理より「年

率３％程度を目途として、名目 の成長率にも配慮しつつ、引き上げて行く必要がある。これにより、全

国加重平均が 円となることを目指す。このような最低賃金の引上げに向けて、中小企業も小規模事業

者も生産性向上等のための支援や、取引条件の改善等を図る」とされたところである。

．賃金・退職金制度

都道府県労働局等において、賃金制度等に関する労使の相談に応じ、また、賃金・退職金制度などについ

て企業の自主的な改善活動に対する積極的な相談・援助を実施した。
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第７節 過労死等の防止対策の推進

過労死等防止対策推進法（平成 年６月 日法律第 号）では、過労死等の防止のための対策とし

て、①調査研究等、②啓発、③相談体制の整備等、④民間団体の活動に対する支援を規定するとともに、こ

れらの対策を効果的に推進するため、過労死等の防止のための対策に関する大綱を定めることとされたこと

から、過労死等防止対策推進協議会を開催し、意見交換、大綱に関する議論を行い、パブリックコメントを

経て、平成 年７月 日に大綱が閣議決定された。大綱には、「将来的に過労死等をゼロとすること」を

目指すことが明記され、過労死等の防止のための対策の基本的考え方や国が取り組む重点対策等について定

められている。

また、同法で定める、 月の過労死等防止啓発月間を中心に、全国 か所において過労死等防止対策推

進全国センター、全国過労死を考える家族の会、過労死弁護団全国連絡会議など民間団体と連携して過労死

等防止対策推進シンポジウムを開催するとともに、ポスターの掲示のほか、パンフレットやリーフレット、

新聞広告及びインターネット広告など各種媒体を活用した周知・啓発等を実施した。

さらに、（独）労働安全衛生総合研究所に設置された過労死等調査研究センターにおいて、全国の都道府

県労働局・労働基準監督署より、平成 年１月から平成 年３月までの過去５年間の脳・心臓疾患と精神

障害の労災認定事案の調査資料を収集し、統計処理が可能なデータベースを構築し、分析を開始した。ま

た、同センターにおいては、過労死等のリスク要因とそれぞれの疾患、健康影響との関連性や職場環境改

善対策について、過労死等の防止の効果を把握するため、疫学研究等も行うこととしており、準備を行っ

た。

加えて、過労死等の実態を把握するため、労働・社会分野の調査・分析として、企業・労働者に対する

アンケート調査を実施した。

第 節 職場のパワーハラスメント対策

職場のパワーハラスメント対策については、パンフレット等の作成・配布や啓発用ホームページ「あかる

い職場応援団」の運営により、問題の予防・解決に向けた周知・広報を図るとともに、企業の取組を支援す

るためのパワーハラスメント対策導入マニュアルを活用し、全都道府県内でセミナーを実施した。

第 節 労災補償

．労災保険給付の迅速・適正な処理

労災保険給付の請求については、迅速かつ的確な調査を行うこと等により、引き続き標準処理期間内の処

理に努めた。
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労災診療費については、適正な審査を行うとともに、労災診療費算定基準の医療機関への周知徹底、誤請

求の多い医療機関への指導、関係機関との連携等により、診療費の適正払いの一層の推進を図った。

．労災認定基準の的確な運用等

業務上疾病に係る労災認定基準等に基づき、業務起因性の有無について判断し、的確な労災補償に努めた。

過労死等に係る事案については、脳・心臓疾患及び精神障害の請求件数及び支給決定件数は近年高水準で

推移する中、各々の労災認定基準に基づき、迅速・適正な業務上外の決定を行った。

また、東電福島第一原発事故後の作業従事者に発症した白血病について、厚生労働省に設置した専門検討

会において検討を行った上で、平成 年 月に、業務上疾病と認定した。

．行政争訟に対する迅速・的確な対応

審査請求事案の処理に当たっては、事実関係の把握、争点整理等を適切に行い、審理のための処分を計画

的に行うなど迅速・適正な決定に努めた。

訴訟追行については、事実関係を立証するため必要な調査・証拠収集等を迅速に行うとともに、法務当局

との密接な連携の下、医学経験則、認定した事実等に基づいた論理的かつ分かりやすい主張・立証を行う等

的確な対応に努めた。

第 節 関係法令の制定、改廃等

．労働安全衛生規則の一部改正について（足場等からの墜落防止措置関係）

改正の趣旨

足場からの墜落・転落災害の防止については、平成 年６月に安衛則を改正し、足場等の墜落防止措

置等の強化を図ってきた。その改正の際、施行後３年を目途に措置の効果を把握し、その結果に基づき

所要の措置を講ずることとされていたことから、「足場からの墜落防止措置の効果検証・評価検討会」で

検討を行い、その検討結果（平成 年 月）を踏まえ、安全対策の強化を図った。

改正内容

足場の組立て等の作業における安全帯取付設備の設置や同作業にかかる特別教育の実施等、墜落・転

落災害が多発している足場における労働災害防止対策を強化した。

施行期日

平成 年７月１日

．労働安全衛生規則の一部改正について（ロープ高所作業における墜落等防止措置関係）

改正の趣旨

ロープで労働者の身体を保持し、ビルの外装清掃や法面保護工事などを行ういわゆる「ロープ高所作

業」については、死亡災害が後を絶たない状況にあり、死亡災害等の重篤な災害につながりやすい作業

の一つといえる。このため、専門家による提言を踏まえ、新たに、ロープ高所作業における墜落等によ

る危険を防止するための規定を設け、安全対策の強化を図った。
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改正内容

① ロープ高所作業における危険の防止

・ ライフラインの設置、十分な強度を有し損傷や変形等のないロープ等の使用、堅固な支持物への

緊結やロープの切断を防止するための措置、安全帯の使用等による基本的な安全措置の実施

・ 作業場所の事前調査とそれに基づく作業計画の策定等による作業場所に応じた安全対策の実施

・ 作業指揮者や作業開始前点検による危険防止措置の確実な実施

② ロープ高所作業に就かせる労働者に対する特別教育の実施

施行期日

①平成 年１月１日

②平成 年７月１日

．電離放射線障害防止規則等の一部改正について（特例緊急被ばく限度関係）

改正の趣旨

東電福島第一原発での事故の教訓を踏まえ、今後、仮に原子力施設において原子力緊急事態等が発生

した場合に備え、あらかじめ、特例的な緊急被ばく限度に関する基準等を定めるとともに、労働者が受

ける線量をできるだけ少なくするため、当該作業の実態に即した放射線障害防止対策を規定した。

改正内容

ア 特例緊急被ばく限度の設定

厚生労働大臣は、原子力緊急事態が発生した場合など、緊急作業に係る事故の状況その他の事情を

勘案し、実効線量について の被ばく限度によることが困難であると認めるときは、 を

超えない範囲内で、被ばく限度（特例緊急被ばく限度）を別に定め、又はこれを変更することができ

ることを規定した。

また、原子力緊急事態又はそれに至るおそれの高い事態が発生した場合は、厚生労働大臣は、直ち

に特例緊急被ばく限度を と定めることを規定した。

イ 特例緊急作業従事者の限定、特別教育の実施

特例緊急被ばく限度が適用となる者は、原子力災害対策特別措置法で規定する原子力防災要員等の

うちから選任することを規定し、事前に特別教育を実施することを規定した。

ウ 緊急時電離放射線健康診断

緊急作業従事期間中に、１月以内ごとに１回、定期に緊急時電離健康診断を実施することを規定し、

また、緊急作業から離職又は他の業務への配置換えの際についても、離職等の後の他の放射線業務に

従事する際の健康管理に活用するために同様の健康診断を規定した。

施行期日

平成 年４月１日

．粉じん障害防止規則等の一部改正について（「砂型を造型する場所における作業」を行う場合の措置関係）

改正の趣旨

有効な呼吸用保護具の使用が必要な粉じん作業の範囲の見直しを行った。

改正内容
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ア 粉じん障害防止規則の一部改正により、鋳物を製造する工程において、砂型を造形する場所における

作業を粉じん作業に位置づけるとともに、有効な呼吸用保護具の使用が必要な作業に位置づけたもの。

イ じん肺法施行規則（昭和 年３月 日労働省令第６号）の一部改正により、鋳物を製造する工程に

おいて、砂型を造形する場所における作業をじん肺健康診断を行わなければならない粉じん作業に位置

づけたほか、所要の改正を行ったもの。

施行期日

平成 年 月１日

．労働安全衛生規則等の一部改正について（ストレスチェック等関係、重大な労働災害を繰り返す企業への

対応関係、外国に立地する検査機関の登録関係）

心理的な負担の程度を把握するための検査（ストレスチェック）等関係

ア 改正の趣旨

安衛法第 条の に定めるストレスチェック等は、労働者本人にストレスへの気づきを促すとと

もに、職場におけるストレス要因を評価し、職場環境の改善につなげることで、メンタルヘルス不調

を未然に防止するための取組を行うことを目的としたものであり、安衛法において省令に定めること

とされている事項を定めた。

イ 改正内容

（ア）産業医の職務

産業医の職務に、ストレスチェックの実施等に関することを追加した。

（イ）ストレスチェックの実施等に係る規定の整備

ストレスチェックの実施時期（１年以内ごとに１回、定期）、項目（ストレス要因、ストレス

反応、周囲の支援の３領域）、実施者（医師又は保健師のほか、一定の研修を修了した看護師又

は精神保健福祉士）、結果の記録の作成・保存等について定めた。

（ウ）ストレスチェック結果の集団ごとの分析等

事業者は、医師等の実施者に、ストレスチェックの結果を一定規模の集団ごとに集計・分析させ

るとともに、その結果、必要に応じ、その集団の労働者の実情を考慮して、業務の軽減等の適切な

措置を講ずるよう努めなければならないこととした。

ウ 施行期日

平成 年 月 日

重大な労働災害を繰り返す企業への対応関係

ア 改正の趣旨

安衛法第 条に定める重大な労働災害を繰り返す企業への対応（特別安全衛生改善計画制度）は、

労働安全衛生法令等に違反したことを原因とした同様の重大な労働災害を複数の事業場で発生させた

事業者に対し、厚生労働大臣が当該事業者の全ての事業場における再発防止のための安全又は衛生に

関する改善計画の作成を指示することができるものであり、安衛法において省令に定めることとされ

ている事項を定めた。
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イ 改正内容

① 安衛法第 条第１項の「重大な労働災害」は、労働災害のうち、次のいずれかに該当するものとす

る旨を定めた。

死亡災害

負傷又は疾病により、労働者災害補償保険法施行規則別表第一の障害等級第１級から第７級ま

でのいずれかに該当する障害が生じたもの又は生じるおそれのあるもの

② 安衛法第 条第１項の「重大な労働災害の再発を防止するため必要がある場合」は、次のいずれに

も該当する場合とする旨を定めた。

重大な労働災害を発生させた事業者が、当該重大な労働災害を発生させた日から起算して３年

以内に、他の事業場において当該重大な労働災害と再発防止策が同様である重大な労働災害を発

生させた場合

の事業者が発生させた複数の重大な労働災害が、いずれも労働安全衛生法等の安全又は衛生に

係る関係法令の規定に違反して発生させたものである場合

③ 事業者に対して特別安全衛生改善計画の作成を指示する場合は、特別安全衛生改善計画作成指示書

によるものと定めた。

ウ 施行期日

平成 年６月 日

外国に立地する検査機関の登録関係

ア 改正の趣旨

検査・検定機関の登録手続等について定めた「労働安全衛生法及びこれに基づく命令に係る登録及び

指定に関する省令」（昭和 年労働省令第 号）の規定のうち、国内機関と外国機関で内容が異なる

場合について、所要の整備を行い、国内機関によるものと同等の機能性・安全性を担保した。

イ 改正内容

外国登録製造時等検査機関、外国登録性能検査機関、外国登録個別検定機関又は外国登録型式検定機

関の事務所に対して行う立入検査に要する費用のうち当該機関が負担すべき旅費相当額の細目につい

て、国家公務員等の旅費に関する法律の規定により支給すべきこととなる旅費の額とすること等を定

めた。

ウ 施行期日

平成 年６月 日

．労働安全衛生法施行令等の一部改正等について（化学物質の表示、リスクアセスメントの実施関係）

改正の趣旨

人に対する一定の危険有害性が明らかになっている化学物質について、起こりうる労働災害を未然に

防ぐため、事業者及び労働者がその危険有害性を認識し、事業者がリスクに基づく必要な措置を検討・

実施する仕組みを創設した。
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改正内容

化学物質等を譲渡・提供する際の表示義務対象物の範囲を、一定の危険性・有害性が明らかになって

いるＳＤＳ交付義務対象物質まで拡大するとともに、リスクアセスメントの実施時期及び実施方法につ

いて定め、その結果の労働者への周知を義務付ける改正を行った。併せて、表示に係る固形物の適用除

外の新設、表示義務対象物等の裾切値の設定と見直しを行った。

施行期日

平成 年６月１日

．労働安全衛生法施行令等の一部改正について（ナフタレン及びリフラクトリーセラミックファイバーの特

定化学物質追加関係）

改正の趣旨

国が専門家を参集して行った化学物質による労働者の健康障害防止に係るリスク評価の結果、ナフタ

レン及びリフラクトリーセラミックファイバーについて、適切なばく露防止対策が講じられていない状

況では、労働者の健康障害リスクが高いと考えられるため、健康障害防止措置の導入が必要と評価され

たことから、これらを特定化学物質に追加した。

改正内容

ア 労働安全衛生法施行令（昭和 年政令第 号）の一部改正

（ア） 安衛法第 条第１項の表示義務対象物として、ナフタレン及びこれを含有する製剤その他の物

（以下「ナフタレン等」という。）並びにリフラクトリーセラミックファイバー及びこれを含有す

る製剤その他の物（以下「リフラクトリーセラミックファイバー等」という。）を規定した。

（イ） 特定化学物質の第２類物質として、ナフタレン等及びリフラクトリーセラミックファイバー等

を追加し、ナフタレン等及びリフラクトリーセラミックファイバー等を製造し、又は取り扱う場

合は、作業主任者の選任、作業環境測定の実施及び特殊健康診断の実施を行わなければならない

こととした。

（ウ） ナフタレン等及びリフラクトリーセラミックファイバー等を製造し、又は取り扱う業務を、安

衛法第 条第２項後段の健康診断の対象業務とした。

イ 安衛則の一部改正

（ア） 上記ア（ア）の改正を踏まえ、表示対象となる裾切値を規定した。

（イ） １，２－ジクロロプロパン等を取り扱う業務についての健康管理手帳の交付要件等を改正した。

（ウ） 安衛法第 条に基づく計画の届出をすべき機械として、ナフタレン等及びリフラクトリーセラ

ミックファイバー等を取り扱う業務について設置が義務づけられる局所排気装置等を追加した。

ウ 特定化学物質障害予防規則（昭和 年労働省令第 号。以下「特化則」という。）の一部改正

（ア） ナフタレンを特化則第２条第１項第３号に規定する「特定第２類物質」として規定し、「特定

第２類物質」について義務づけている各種健康障害防止措置等について、ナフタレン等を製造

し、又は取り扱う業務についても規定した（ただし、一部の業務については、労働者へのばく露

の程度が低く、労働者への健康障害のおそれが低いと判断されたことから、特化則第２条の２に

適用除外業務として追加した。）。
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また、リフラクトリーセラミックファイバーを特化則第２条第１項第３号に規定する「管理

第２類物質」として規定し、「管理第２類物質」について義務づけている各種健康障害防止措

置等について、リフラクトリーセラミックファイバー等を製造し、又は取り扱う業務について

も規定した（ただし、一部の業務については、労働者へのばく露の程度が低く、労働者への健

康障害のおそれが低いと判断されたことから、特化則第２条の２に適用除外業務として追加し

た。）。

（イ） ナフタレン等及びリフラクトリーセラミックファイバー等を取り扱う業務に係る特殊健康診断

の実施について、実施項目等の各種規定を整備した。

エ 作業環境測定法施行規則（昭和 年労働省令第 号。以下「作環則」という。）の一部改正

（ア） ナフタレン等が特定化学物質に追加されることに伴い、ナフタレン等を製造し、又は取り扱う

屋内作業場を作環則別表第３号の作業場の種類に追加した。

（イ） リフラクトリーセラミックファイバー等が特定化学物質に追加されたが、リフラクトリーセラ

ミックファイバーは人造鉱物繊維の一種であり、作環則別表第１号で定める作業場と同様の分析

方法（計数方法）を採用することとしているため、リフラクトリーセラミックファイバー等を製

造し、又は取り扱う屋内作業場を作環則別表第１号の作業場の種類に追加した。

オ 労働安全衛生規則等の一部を改正する省令（平成 年厚生労働省令第 号。以下「平成 年改

正省令」という。）の一部改正

平成 年改正省令の施行の際、現に、第一種作業環境測定士試験のうち作環則第 条第１項第９

号に掲げる科目（有機溶剤の分析の技術に関する科目）に合格している者は、クロロホルム他９物質

を含む試験範囲を受験し、合格しているため、同項第７号（平成 年改正省令による改正後の特化則

第２条の２第１号イに掲げるクロロホルム等有機溶剤業務を行う作業場の作業環境について行う分析

の技術に関する科目に限る。）及び同項第９号に掲げる科目について合格したものとみなすこととし

た。

カ 労働安全衛生規則及び産業安全専門官及び労働衛生専門官規程の一部を改正する省令（平成 年

厚生労働省令第 号。以下「平成 年改正省令」という。）の一部改正

労働安全衛生法施行令及び厚生労働省組織令の一部を改正する政令（平成 年政令第 号）及び平

成 年改正省令により、表示対象物の範囲を拡大するとともに、安衛則別表第２及び別表第２の２を統

合し、表示対象物及び通知対象物の裾切値を新たに安衛則別表第２として一括して整理したが、同表に

おいては、「人造鉱物繊維」について、いずれの裾切値も１％と定められているため、今般の改正におい

てリフラクトリーセラミックファイバーの通知対象物としての裾切値が ％に引き下げられたことを

踏まえて、「リフラクトリーセラミックファイバー」を「人造鉱物繊維」の欄から除き、別途規定した。

施行期日

平成 年 月１日
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第 2 章 監督指導等 

 

第 1節 事業場監督 

 

平成27年中に、労働基準監督官が事業場に赴き、監督を実施した件数は、169,236件であり、その内訳

は、定期監督等（毎月一定の計画に基づいて実施する監督のほか、一定の重篤な労働災害又は火災・爆発等

の事故について、発生直後にその原因究明及び同種災害の再発防止等のために行う監督を含む）が133,116

件、申告監督（労働者等からの申告に基づいて実施する監督）が22,312件、再監督（定期監督、申告監督の

際に法違反を指摘した事業場のうち、一定のものについて法違反の是正の有無を確認するために行う監督）

が13,808件となっている。 

1．定期監督等(災害時の監督を含む)  

平成27年中に定期監督等を実施した事業場数133,116件を業種別にみると、建設業が45,424件と最も多

く、全体の34.1％を占め、次いで製造業35,713件（同26.8％）、商業17,676件（同13.3％）、保健衛生業

8,414件（同6.3％）、接客娯楽業6,480件（同4.9％）の順となっている。 

以上の監督実施事業場のうち、何らかの法違反があったものは、92,034件で違反率は69.1％となってい

る。 

これらの違反事業場における法違反の内容を法条項別の違反率でみると、労働時間に関する違反率が

30.0％で最も高く、次いで安全基準27.7％、健康診断21.9％、割増賃金21.1％、労働条件の明示16.9％、

就業規則11.6％の順になっている。 

2．申告監督 

平成27年中に取り扱った申告件数は、30,381件(前年からの繰越しが4,119件、当該年中の新規受理が

26,280件)であり、このうち、当年中に完結した件数は26,308件である。 

新規に受理した申告を申告条項別にみると、賃金不払が23,022件で最も多く、新規受理件数の85.1％を

占め、次いで解雇の4,017件(同15.3％)の順となっている。 

これらの申告について、被申告事業場に対し申告監督を実施した件数は、申告取扱総数の73.4％に当た

る22,312件で、これを業種別にみると、商業3,949件(全体の17.7％)、建設業3,554件（同15.9％)、接客娯

楽業3,345件（同15.0％)、その他の事業2,948件(同13.2％)、製造業2,304件(同10.3％)の順となってい

る。 

3．再監督 

平成27年中に再監督を実施した事業場数は、定期監督及び申告監督等により法違反の認められた107,816

事業場の12.8％に当たる13,808件となっている。 

4．使用停止等処分 

平成27年中において労働者を就業させる事業の建設物、寄宿舎あるいは設備､原材料等が安全及び衛生に

関する基準に違反する等の場合に、労働災害を未然に防止する見地から労働基準監督署長等が行った使用

停止等命令処分等処分件数は、5,890件であり、その内訳は、使用停止等処分が5,884件、緊急措置命令が

－ 22－



 

- 23 - 
 

６件となっている。

また、使用停止等処分事業場を業種別にみると、建設業が 件、製造業が 件であり、この２業

種で全体の ％を占めている。

．司法処分

平成 年中に、労働基準監督官が司法処分として検察庁に送検した件数は、 件であり、その内訳は、

労基法違反が 件で全体の ％を占め、安衛法違反が 件 同 ％ 、最賃法違反が 件 同 ％ と

なっている。

これを業種別にみると、建設業が 件で全体の ％を占め、製造業 件 同 ％ 、商業 件 同

％ 、接客娯楽業 件 同 ％ の順となっており、また、工業的業種計では 件 同 ％ 、非工業

的業種計では 件 同 ％ となっている。

第 節 賃金不払の概況

平成 年中に、全国の労働基準監督署が取り扱った賃金不払事件 平成 年に受理し、平成 年まで処理を

継続した事件を含む。以下同じ。 の総数は、件数で 件 前年比 ％減 、対象労働者数で 人 前

年比 ％減 、金額で約 億 万１千円 前年比 ％減 となっている。

このうち平成 年中に、新規に把握した賃金不払事件は、件数で 件、対象労働者数で 人、金

額で約 億 万円となっている。

さらに、これを業種別にみると、件数では、商業が 件で全体の ％を占め、次いで建設業の

件（同 ％）、接客娯楽業の 件 同 ％ の順となっている。また、対象労働者数では製造業が

人 同 ％ 、商業が 人 同 ％ の順となっており、金額では、製造業が約 億 万円 同 ％ 、

商業が約 億 万円 同 ％ の順となっている。

これら平成 年中に取り扱った賃金不払事件のうち、当該年中に解決されたものは、件数で 件 全体

の ％ 、対象労働者数で 人 同 ％ 、金額で約 億 万円 同 ％ となっている。
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第 章 産業安全

第 節 産業別労働災害発生状況

平成 年に発生した労働災害による休業４日以上の死傷者数は、全産業で 人であり、前年に比べ

人の減少となった。

産業別にみると、休業４日以上の死傷者数については製造業が最も多く 人で全体の ％、つい

で建設業が 人で ％となっており、建設業と製造業とで全体の ％を占めている。

一方、死亡者数は、全産業で 人であり、そのなかでは建設業が最も多く 人で全体の ％を占め、

ついで製造業の 人（同 ％）となっており、前年に比べ全産業で ％減少し、統計開始以来、初め

て 人を下回った。

第１表 平成 年業種別労働災害発生状況

（単位：人）

区 分

業 種

休業 日以

上の死傷者

数

死 亡 者 数

平成 年

月～ 月

平成 年

月～ 月

平成 年

月～ 月

増減者

数
増減率 ％

全 産 業 計

製 造 業

鉱 業

建 設 業

交 通 運 輸 業

陸上貨物運送事業

港 湾 荷 役 業

林 業

そ の 他

第 節 労働災害発生率の状況

平成 年における労働災害発生率を度数率（ 万延べ実労働時間当たりの労働災害による休業 日以上

の死傷者数）でみると、調査産業計（総合工事業を除く。）で となっている。

これを産業別にみると、度数率の最も高い産業は「農業，林業」（ ）であり、次いで「生活関連サービ

ス業，娯楽業」（ の順となっている。
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第 節 重大災害の発生状況

重大災害は、昭和 年の 件を最高に、減少傾向にあったが、昭和 年の 件以降増加傾向に転じ

ている。

平成 年に発生した一時に３人以上の死傷者を伴う重大災害は、 件で前年に比べて 件（対前年比

％）減少し、これによる死傷者は 人で、前年より 人（同 ％）減少した。また、死亡者数

は 人で 人（同 ％）減少した。

重大災害発生件数を産業別に分類すると、建設業が最も多く 件で全体の ％を占め、次いで製造業

の 件となっており、この２つの業種で全体の ％を占めている。重大災害を原因別にみると交通事故

によるものが最も多く 件（ ％）となっている。次いで中毒・薬傷 件（ ％）、火災・高熱物が

件（ ％）等となっている。
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第 章 労働衛生

第 節 業務上疾病の発生状況

平成 年の業務上疾病者数は全産業で 人であった。

これを産業別にみると、保健衛生業が 人で全体の約 ％を占め最も多い。

第１表 業務上疾病の発生状況 

業務

区分

製

造

業

繊

維

工

業

化

学

工

業

窯
業
土
石
製
品

製
造
業

金

属

工

業

機
械
器
具
工
業

鉱

業

建

設

業

運

輸

交

通

業

貨

物

取

扱

業

そ
の
他
の
事
業

合

計

平成 年（人）

対前年比（％）

疾 病 件 数

年 千 人 率

平成 年（人）

対前年比（％）

疾 病 件 数

年 千 人 率

平成 年（人）

対前年比（％）

疾 病 件 数

年 千 人 率

平成 年（人）

対前年比（％）

疾 病 件 数

年 千 人 率

平成 年（人）

対前年比（％）

疾 病 件 数

年 千 人 率

 
資料出所：厚生労働省労働基準局「業務上疾病調」

注 業種は、疾病者数の多いものを選んだ。

疾 病 者 数

疾病者数年千人率＝ ―――――――――――――― ×

労働基準法適用労働者数

労働基準法適用労働者数は、平成 年までは経済センサスの就業者数、平成 年からは労働力

調査の雇用者数による。
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第 節 じん肺発生状況

じん肺健康診断は、常時粉じん作業に従事する労働者で、じん肺法（昭和 年法律第 号）に基づくじ

ん肺管理区分が管理１に該当する者は３年以内ごとに１回、管理２または管理３の者は１年以内ごとに１回、

事業者が実施することになっている。

じん肺健康診断の結果に基づく、じん肺管理区分の決定状況をみると、第２表のとおりである。これによ

ると、じん肺有所見者数、有所見率とも減少傾向にある。

第２表 じん肺管理区分の決定状況

項目

年

じん肺健康診断

受診労働者数

（ ）

管理 管理 管理

有所見

者 数

（ ）

合併症

り 患

者 数

有所見率

（％）

×

昭和

平成元年

 
資料出所 じん肺健康管理実施結果調

注 本統計中には、随時申請によるものは含まれていない。

じん肺管理区分の管理４は、療養を要するもの。
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第 節 過労死等に係る労災補償状況

第 表 脳・心臓疾患の労災補償状況

年度 年度 年度 年度 年度

脳・心臓疾患

請求件数

決定件数

うち支給決定件数

うち死亡

請求件数

決定件数

うち支給決定件数

第 表 精神障害の労災補償状況

年度 年度 年度 年度 年度

精神障害

請求件数

決定件数

うち支給決定件数

うち自殺

（ 未 遂 を 含

む。）

請求件数

決定件数

うち支給決定件数

年度
区分

年度
区分

－ 29－
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第 節 定期健康診断の実施状況

常時 人以上の労働者を使用する事業者から報告のあった定期健康診断の実施状況は第３表のとおりで

ある。

第３表 定期健康診断実施結果 項目別の有所見率等 平成 年

（％） 

項目 項 目 別 の 有 所 見 率 所見のあった者の割合

聴

力

聴

力

胸

部

Ｘ

線

検

査

喀

痰

検

査

血

圧

貧

血

検

査

肝

機

能

検

査

血

中

脂

質

検

査

血

糖

検

査

尿

検

査

尿

検

査

心

電

図

検

査

糖
蛋

白
注

Ｈｚ Ｈｚ

有所見率

 
 

資料：定期健康診断結果調

注 「所見のあった者の割合」は、安衛則第 条および第 条で規定する健康診断項目のいずれ

かが有所見であった者（他覚所見のみを除く。）の人数を受診者数で割った値である。

－ 30－
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第 節 特殊健康診断の実施状況

一定の有害業務に常時従事する労働者に対しては、特別の項目による健康診断の実施を事業者に義務付け

ている。

現在、法令で特別の項目による健康診断の実施が義務づけられている業務は、①粉じん作業（じん肺法）、

②鉛業務（鉛中毒予防規則（昭和 年労働省令第 号））、③四アルキル鉛等業務（四アルキル鉛中毒予防

規則（昭和 年労働省令第 号））、④放射線業務（電離則）、⑤高圧室内業務及び潜水業務（高気圧作業安

全衛生規則（昭和 年労働省令第 号））、⑥特定化学物質等の業務（特化則）、⑦有機溶剤業務（有機溶剤

中毒予防規則（昭和 年労働省令第 号））、⑧石綿等の業務（石綿則）、⑨除染等業務（東日本大震災によ

り生じた放射性物質により汚染された土壌等を除染するための業務等に係る電離放射線障害防止規則（平成

年厚生労働省令第 号））の９業務である。

また、騒音、ＶＤＴ機器に係る業務等については、行政通達で特別の項目による健康診断の実施を勧奨し

ている。

これらの特殊健康診断の状況は第４表に示すとおりである。

これによると特殊健康診断実施事業場数は約 万事業場（前年比 ％増）、受診者数は約 万人 前

年比 ％増 、有所見率は ％であった。

第４表 特殊健康診断実施状況

項目

年
実施事業所数

受診者数

（ ）

有所見者数

（ ）

有所見率 ％

昭 和 年

平 成 元 年

資料出所：特殊健康診断実施結果調

注 有機溶剤、鉛健康診断は平成元年 月より項目等が変更されている。

－ 31－
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第 節 新規化学物質の届出件数及び名称公表件数

．新規化学物質の届出件数

化学物質の有害性調査制度に係る新規化学物質の届出件数は、第１表のとおりである。

第１表 新規化学物質の届出件数

区分
年

件 数

製 造 輸 入 計

昭和 年～昭和 年

平成元年～平成５年

平成６年～平成 年

平成 年～平成 年

平成 年～平成 年

平成 年～平成 年

平成 年

平成 年

計

．新規化学物質の名称公表件数

化学物質の有害性調査制度に係る新規化学物質の名称公表件数は、第２表のとおりである。

第２表 新規化学物質の名称公表件数

年 件数

昭和 年～昭和 年

平成元年～平成５年

平成６年～平成 年

平成 年～平成 年

平成 年～平成 年

平成 年～平成 年

平成 年

平成 年

計

－ 32－
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第 章 機構・定員及び予算

第 節 行政機構

労働基準監督機関の機構は、本省の下に、都道府県労働局 局 、労働基準監督署 署 及び支署

が置かれている 平成 年 月 日現在 。

第 節 職員の定員

平成 年度の全国の労働基準監督官数は第 表のとおり 人となり前年度に比し 人増であった。

第 表 本省・局・署別

計 本 省 都道府県労働局 労働基準監督署

人 人 人 人

 

第 節 予 算

平成 年度一般会計予算額は第 表のとおり 百万円である。

また、特別会計 労災勘定 にあっては、 百万円である。

労 働 安 全 衛 生 対 策 費 千円

独立行政法人労働安全衛生総合研究所運営費 千円

独立行政法人労働安全衛生総合研究所施設整備費 千円

保 険 給 付 費 千円

職務上年金給付費年金特別会計へ繰入 千円

職 務 上 年 金 給 付 費 等 交 付 金 千円 
社 会 復 帰 促 進 等 事 業 費 千円

独立行政法人労働者健康福祉機構運営費 千円

独立行政法人労働者健康福祉機構施設整備費 千円

仕 事 生 活 調 和 推 進 費 千円

中 小 企 業 退 職 金 共 済 等 事 業 費 千円

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費 千円

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整備費 千円

個 別 労 働 紛 争 対 策 費 千円

業 務 取 扱 費 千円

施 設 整 備 費 千円

保 険 料 返 還 金 等 徴 収 勘 定 へ 繰 入 千円

予 備 費 千円

歳 出 合 計 千円

－ 33－
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第 表 平成 年度予算の概要

（単位：千円）

区 分 合 計

一般行政に必要な経費

経常事務費

労働金庫監督検査対策費

社会保険労務士制度の適正な運営に必要な経費

審議会等に必要な経費

経常事務費

労働保険の審査に必要な経費

経常事務費

中小企業退職金共済制度実施に必要な経費

中小企業退職金共済制度実施費

労働条件政策に必要な経費

労働条件確保対策推進費

監督行政に必要な経費

経常事務費

労働条件確保対策推進費

司法事務効率化推進費

労働災害防止対策に必要な経費

経常事務費

外国における特定機械等検査経費

規制緩和推進に必要な経費

賃金労働時間行政に必要な経費

賃金制度改善指導等経費

最低賃金制度実施に必要な経費

基準的行政経費

最低賃金調査等経費

最低賃金専門部会等開催費

最低賃金履行確保対策経費

最低賃金減額特例許可関係経費

最低賃金の引き上げに向けた中小企業の支援に必要な経費

労働者災害補償保険に必要な経費

アスベスト訴訟和解金

アスベスト訴訟和解金

独立行政法人労働安全衛生総合研究所運営費交付金に必要な経費

合 計

－ 34－
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附 属 資 料

年次別監督実施状況

業種別・規模別適用事業場数

業種別・規模別適用労働者数

定期監督等実施状況・法違反状況

申告処理状況（家内労働法関係を除く。

再監督実施状況

使用停止等命令処分等実施状況

家内労働監督実施状況及び措置状況

許可及び認定等件数

送検事件状況

送検結果の推移

賃金不払状況

未払賃金の立替払事業の実施状況

社内預金管理状況の推移

業種別死傷者数の推移 休業４日以上

業種別・都道府県別死傷災害発生状況

業種別・事故の型別死傷者数 休業４日以上

業種別・起因物別死傷者数 休業４日以上

業種別・年齢別労働災害発生状況

業種別・都道府県別死亡災害発生状況

業種別・原因別重大災害発生状況

業務上疾病発生状況（業種別・疾病別）

定期健康診断実施結果（業種別）

特殊健康診断実施状況（対象作業別）

業種別・じん肺健康管理実施状況

最低賃金決定状況

家内労働法適用状況

労働基準行政機構図

労働基準行政所掌法令

－ 35－





 

 
 

１ 年 次 別 監 督 実 施 状 況

年 定期監督等 申 告 監 督 再 監 督 計

昭和 年

平成 年

注 内は監督実施件数に対する種類別監督実施件数の割合を示す。

各年とも 月 日から 月 日までの件数を示すが、昭和 年については 月

日から翌年 月 日までの件数を示す。

家内労働法関係の監督を除いている。

－ 37－



 

 
 

２ 業種別・規模別適用事業場数
（平成 年７月１日現在）

規模

業種
合 計 ～ 人 ～ 人 ～ 人 ～ 人 ～ 人 人以上

号

食 料 品 製 造 業

繊 維 工 業

衣 服 そ の 他 の 繊 維 製 品 製 造 業

木 材 ・ 木 製 品 製 造 業

家 具 ・ 装 備 品 製 造 業

パ ル プ ・ 紙 ・ 紙 加 工 品 製 造 業

印 刷 ・ 製 本 業

化 学 工 業

窯 業 土 石 製 品 製 造 業

鉄 鋼 業

非 鉄 金 属 製 造 業

金 属 製 品 製 造 業

一 般 機 械 器 具 製 造 業

電 気 機 械 器 具 製 造 業

運 送 用 機 械 等 製 造 業

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

そ の 他 の 製 造 業

小 計

号

石 炭 鉱 業

土 石 採 取 業

そ の 他 の 鉱 業

小 計

号 建 設 業

号

鉄 道 ・ 軌 道 ・ 水 運 ・ 航 空 業

道 路 旅 客 運 送 業

道 路 貨 物 運 送 業

そ の 他 の 運 輸 交 通 業

小 計

号 貨 物 取 扱 業

工 業 的 業 種 計

号

農 業

林 業

小 計

号

畜 産 業

水 産 業

小 計

号

卸 売 業

小 売 業

理 美 容 業

そ の 他 の 商 業

小 計

号

金 融 業

広 告 ・ あ っ せ ん 業

小 計

号 映 画 ・ 演 劇 業

号 通 信 業

号 教 育 ・ 研 究 業

号

医 療 保 健 業

社 会 福 祉 施 設

そ の 他 の 保 健 衛 生 業

小 計

号

旅 館 業

飲 食 店

そ の 他 の 接 客 娯 楽 業

小 計

号 清 掃 ・ と 畜 業

号 官 公 署

号 そ の 他 の 事 業

非 工 業 的 業 種 計

合 計

注：本表は平成 年経済センサス‐基礎調査（総務省統計局）より算出したものです。

－ 38－



 

 
 

３ 業種別・規模別適用労働者数
（平成 年７月１日現在）

規模
業種

合 計 ～ 人 ～ 人 ～ 人 ～ 人 ～ 人 人以上

号

食 料 品 製 造 業

繊 維 工 業

衣服その他の繊維製品製造業

木 材 ・ 木 製 品 製 造 業

家 具 ・ 装 備 品 製 造 業

パルプ・紙・紙加工品製造業

印 刷 ・ 製 本 業

化 学 工 業

窯 業 土 石 製 品 製 造 業

鉄 鋼 業

非 鉄 金 属 製 造 業

金 属 製 品 製 造 業

一 般 機 械 器 具 製 造 業

電 気 機 械 器 具 製 造 業

運 送 用 機 械 等 製 造 業

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

そ の 他 の 製 造 業

小 計

号

石 炭 鉱 業

土 石 採 取 業

そ の 他 の 鉱 業

小 計

号 建 設 業

号

鉄道・軌道・水運・航空業

道 路 旅 客 運 送 業

道 路 貨 物 運 送 業

そ の 他 の 運 輸 交 通 業

小 計

号 貨 物 取 扱 業

工 業 的 業 種 計

号

農 業

林 業

小 計

号

畜 産 業

水 産 業

小 計

号

卸 売 業

小 売 業

理 美 容 業

そ の 他 の 商 業

小 計

号

金 融 業

広 告 ・ あ っ せ ん 業

小 計

号 映 画 ・ 演 劇 業

号 通 信 業

号 教 育 ・ 研 究 業

号

医 療 保 健 業

社 会 福 祉 施 設

そ の 他 の 保 健 衛 生 業

小 計

号

旅 館 業

飲 食 店

そ の 他 の 接 客 娯 楽 業

小 計

号 清 掃 ・ と 畜 業

号 官 公 署

号 そ の 他 の 事 業

非 工 業 的 業 種 計

合 計

注：本表は平成 年経済センサス‐基礎調査（総務省統計局）より算出したものです。
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その１

３

条

４

条

５

条

６

条 条 条 条

・

条

・

条 条 条 条 条 条 条

（％）

食 料 品 製 造 業

繊 維 工 業

衣服その他の繊維製品製造業

木 材 ・ 木 製 品 製 造 業

家 具 ・ 装 備 品 製 造 業

パルプ・紙・紙加工品製造業

印 刷 ・ 製 本 業

化 学 工 業

窯 業 土 石 製 品 製 造 業

鉄 鋼 業

非 鉄 金 属 製 造 業

金 属 製 品 製 造 業

一 般 機 械 器 具 製 造 業

電 気 機 械 器 具 製 造 業

輸 送 用 機 械 等 製 造 業

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

そ の 他 の 製 造 業

小 計

石 炭 鉱 業

土 石 採 取 業

そ の 他 の 鉱 業

小 計

土 木 工 事 業

建 築 工 事 業

そ の 他 の 建 設 業

小 計

鉄道・軌道・水運・航空業

道 路 旅 客 運 送 業

道 路 貨 物 運 送 業

そ の 他 の 運 輸 交 通 業

小 計

陸 上 貨 物 取 扱 業

港 湾 運 送 業

小 計

農 業

林 業

小 計

畜 産 業

水 産 業

小 計

卸 売 業

小 売 業

理 美 容 業

そ の 他 の 商 業

小 計

金 融 業

広 告 ・ あ っ せ ん 業

小 計

10号 映 画 ・ 演 劇 業

11号 通 信 業

12号 教 育 ・ 研 究 業

医 療 保 健 業

社 会 福 祉 施 設

そ の 他 の 保 健 衛 生 業

小 計

旅 館 業

飲 食 店

そ の 他 の 接 客 娯 楽 業

小 計

15号 清 掃 ・ と 畜 業

16号 官 公 署

派 遣 業

そ の 他 の 事 業

小 計

４．　定期監督等実施状況・法違反状況（平成27年）

定

期

監

督

等

実

施

事

業

場

数

同

違

反

事

業

場

数

同

違

反

事

業

場

比

率

違　　　　　反　　　　　状　　　　　況

賃

金

不

払

労

働

時

間

（

年

少

者

）

労

働

時

間

休

憩

労　　　　　働　　　　　基　　　　　準　　　　　法

均

等

待

遇

男

女

同

一

賃

金

強

制

労

働

中

間

搾

取

労

働

条

件

の

明

示

強

制

貯

金

解

雇

の

予

告

休

日

（

年

少

者

）

休

日

協

定

の

基

準

適

合

有

害

時

間

・

割

増

賃

金

1号

2号

3号

4号

5号

１ ～ ５ 号 計

6号

６ ～ 号 計

合 計

7号

8号

9号

13号

14号

17号

事 項

業 種
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食 料 品 製 造 業

繊 維 工 業

衣服その他の繊維製品製造業

木 材 ・ 木 製 品 製 造 業

家 具 ・ 装 備 品 製 造 業

パルプ・紙・紙加工品製造業

印 刷 ・ 製 本 業

化 学 工 業

窯 業 土 石 製 品 製 造 業

鉄 鋼 業

非 鉄 金 属 製 造 業

金 属 製 品 製 造 業

一 般 機 械 器 具 製 造 業

電 気 機 械 器 具 製 造 業

輸 送 用 機 械 等 製 造 業

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

そ の 他 の 製 造 業

小 計

石 炭 鉱 業

土 石 採 取 業

そ の 他 の 鉱 業

小 計

土 木 工 事 業

建 築 工 事 業

そ の 他 の 建 設 業

小 計

鉄道・軌道・水運・航空業

道 路 旅 客 運 送 業

道 路 貨 物 運 送 業

そ の 他 の 運 輸 交 通 業

小 計

陸 上 貨 物 取 扱 業

港 湾 運 送 業

小 計

農 業

林 業

小 計

畜 産 業

水 産 業

小 計

卸 売 業

小 売 業

理 美 容 業

そ の 他 の 商 業

小 計

金 融 業

広 告 ・ あ っ せ ん 業

小 計

10号 映 画 ・ 演 劇 業

11号 通 信 業

12号 教 育 ・ 研 究 業

医 療 保 健 業

社 会 福 祉 施 設

そ の 他 の 保 健 衛 生 業

小 計

旅 館 業

飲 食 店

そ の 他 の 接 客 娯 楽 業

小 計

15号 清 掃 ・ と 畜 業

16号 官 公 署

派 遣 業

そ の 他 の 事 業

小 計

1号

2号

3号

4号

5号

１ ～ ５ 号 計

6号

６ ～ 号 計

合 計

7号

8号

9号

13号

14号

17号

事 項

業 種

その２

賃確法 最賃法

条 条 条 条

条

の

３

63条

・

64条

の２ 条 条 条 条

条

の

２ 条 条

３

条 条 条 条 条

違　　　　　　　反　　　　　　状　　　　　　況

労　　　　　働　　　　　基　　　　　準　　　　　法 労働安全衛生法

条

年

次

有

給

休

暇

最

低

年

齢

（

年

少

者

）

深

夜

業

（

年

少

者

）

就

業

制

限

（

妊

産

婦

等

）

就

業

制

限

坑

内

労

働

産

前

産

後

（

妊

産

婦

特

例

）

日

労

働

・

深

夜

業

時

間

外

労

働

・

休

就

業

規

則

寄

宿

舎

規

則

基

準

寄

宿

舎

寄

宿

舎

設

置

届

労

働

者

名

簿

賃

金

台

帳

貯

蓄

金

保

全

措

置

最

賃

効

力

衛

生

管

理

者

総

括

安

全

安

全

管

理

者

衛

生

管

理

者

基

準

安

全

基

準

衛

生
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食 料 品 製 造 業

繊 維 工 業

衣服その他の繊維製品製造業

木 材 ・ 木 製 品 製 造 業

家 具 ・ 装 備 品 製 造 業

パルプ・紙・紙加工品製造業

印 刷 ・ 製 本 業

化 学 工 業

窯 業 土 石 製 品 製 造 業

鉄 鋼 業

非 鉄 金 属 製 造 業

金 属 製 品 製 造 業

一 般 機 械 器 具 製 造 業

電 気 機 械 器 具 製 造 業

輸 送 用 機 械 等 製 造 業

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

そ の 他 の 製 造 業

小 計

石 炭 鉱 業

土 石 採 取 業

そ の 他 の 鉱 業

小 計

土 木 工 事 業

建 築 工 事 業

そ の 他 の 建 設 業

小 計

鉄道・軌道・水運・航空業

道 路 旅 客 運 送 業

道 路 貨 物 運 送 業

そ の 他 の 運 輸 交 通 業

小 計

陸 上 貨 物 取 扱 業

港 湾 運 送 業

小 計

農 業

林 業

小 計

畜 産 業

水 産 業

小 計

卸 売 業

小 売 業

理 美 容 業

そ の 他 の 商 業

小 計

金 融 業

広 告 ・ あ っ せ ん 業

小 計

10号 映 画 ・ 演 劇 業

11号 通 信 業

12号 教 育 ・ 研 究 業

医 療 保 健 業

社 会 福 祉 施 設

そ の 他 の 保 健 衛 生 業

小 計

旅 館 業

飲 食 店

そ の 他 の 接 客 娯 楽 業

小 計

15号 清 掃 ・ と 畜 業

16号 官 公 署

派 遣 業

そ の 他 の 事 業

小 計

1号

2号

3号

4号

5号

１ ～ ５ 号 計

6号

６ ～ 号 計

合 計

7号

8号

9号

13号

14号

17号

事 項

業 種

その３

条 条 条

違　　　　　反　　　　　状　　　　　況

労　　　　　働　　　　　安　　　　　全　　　　　衛　　　　　生　　　　　法

条

作

業

主

任

者

衛

生

責

任

者

統

括

安

全

委

員

会

等

安

全

衛

生

（

安

全

基

準

）

労

働

安

全

衛

生

規

則

力

容

器

安

全

規

則

ボ

イ

ラ

ー

及

び

圧

安

全

規

則

ク

レ

ー

ン

等

安

全

規

則

ゴ

ン

ド

ラ

（

衛

生

基

準

）

労

働

安

全

衛

生

規

則

予

防

規

則

有

機

溶

剤

中

毒

鉛

中

毒

予

防

規

則

中

毒

予

防

規

則

四

ア

ル

キ

ル

鉛

障

害

予

防

規

則

特

定

化

学

物

質

石

綿

障

害

予

防

規

則

安

全

衛

生

規

則

高

気

圧

作

業

障

害

防

止

規

則

電

離

放

射

線

防

止

規

則

酸

素

欠

乏

症

等

基

準

規

則

事

務

所

衛

生

除

染

則

防

止

規

則

粉

じ

ん

障

害

～ ～
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食 料 品 製 造 業

繊 維 工 業

衣服その他の繊維製品製造業

木 材 ・ 木 製 品 製 造 業

家 具 ・ 装 備 品 製 造 業

パルプ・紙・紙加工品製造業

印 刷 ・ 製 本 業

化 学 工 業

窯 業 土 石 製 品 製 造 業

鉄 鋼 業

非 鉄 金 属 製 造 業

金 属 製 品 製 造 業

一 般 機 械 器 具 製 造 業

電 気 機 械 器 具 製 造 業

輸 送 用 機 械 等 製 造 業

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

そ の 他 の 製 造 業

小 計

石 炭 鉱 業

土 石 採 取 業

そ の 他 の 鉱 業

小 計

土 木 工 事 業

建 築 工 事 業

そ の 他 の 建 設 業

小 計

鉄道・軌道・水運・航空業

道 路 旅 客 運 送 業

道 路 貨 物 運 送 業

そ の 他 の 運 輸 交 通 業

小 計

陸 上 貨 物 取 扱 業

港 湾 運 送 業

小 計

農 業

林 業

小 計

畜 産 業

水 産 業

小 計

卸 売 業

小 売 業

理 美 容 業

そ の 他 の 商 業

小 計

金 融 業

広 告 ・ あ っ せ ん 業

小 計

10号 映 画 ・ 演 劇 業

11号 通 信 業

12号 教 育 ・ 研 究 業

医 療 保 健 業

社 会 福 祉 施 設

そ の 他 の 保 健 衛 生 業

小 計

旅 館 業

飲 食 店

そ の 他 の 接 客 娯 楽 業

小 計

15号 清 掃 ・ と 畜 業

16号 官 公 署

派 遣 業

そ の 他 の 事 業

小 計

合 計

7号

8号

9号

13号

14号

17号

3号

4号

5号

１ ～ ５ 号 計

6号

６ ～ 号 計

1号

2号

事 項

業 種

その４

条 条 条

・

条 条

・

条

・

条

44条

・

44の

条２ 条

・

条 条

・

条 条 条 条
予

防

規

則

有

機

溶

剤

中

毒

鉛

中

毒

予

防

規

則

障

害

予

防

規

則

特

定

化

学

物

質

石

綿

障

害

予

防

規

則

障

害

防

止

規

則

電

離

放

射

線

製

造

の

許

可

製

造

等

の

禁

止

表

示

安

全

衛

生

教

育

就

業

制

限

（

作

業

環

境

測

定
）

労

働

安

全

衛

生

規

則

建

築

物

貸

与

者

機

械

等

貸

与

者

製

造

の

許

可

検

査
、

使

用

の

制

限

譲

渡

等

の

制

限

検

定

定

期

自

主

検

査

特

定

元

方

事

業

者

等

注

文

者

請

負

人

違　　　　　反　　　　　状　　　　　況

労　　　　　働　　　　　安　　　　　全　　　　　衛　　　　　生　　　　　法
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食 料 品 製 造 業

繊 維 工 業

衣服その他の繊維製品製造業

木 材 ・ 木 製 品 製 造 業

家 具 ・ 装 備 品 製 造 業

パルプ・紙・紙加工品製造業

印 刷 ・ 製 本 業

化 学 工 業

窯 業 土 石 製 品 製 造 業

鉄 鋼 業

非 鉄 金 属 製 造 業

金 属 製 品 製 造 業

一 般 機 械 器 具 製 造 業

電 気 機 械 器 具 製 造 業

輸 送 用 機 械 等 製 造 業

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

そ の 他 の 製 造 業

小 計

石 炭 鉱 業

土 石 採 取 業

そ の 他 の 鉱 業

小 計

土 木 工 事 業

建 築 工 事 業

そ の 他 の 建 設 業

小 計

鉄道・軌道・水運・航空業

道 路 旅 客 運 送 業

道 路 貨 物 運 送 業

そ の 他 の 運 輸 交 通 業

小 計

陸 上 貨 物 取 扱 業

港 湾 運 送 業

小 計

農 業

林 業

小 計

畜 産 業

水 産 業

小 計

卸 売 業

小 売 業

理 美 容 業

そ の 他 の 商 業

小 計

金 融 業

広 告 ・ あ っ せ ん 業

小 計

10号 映 画 ・ 演 劇 業

11号 通 信 業

12号 教 育 ・ 研 究 業

医 療 保 健 業

社 会 福 祉 施 設

そ の 他 の 保 健 衛 生 業

小 計

旅 館 業

飲 食 店

そ の 他 の 接 客 娯 楽 業

小 計

15号 清 掃 ・ と 畜 業

16号 官 公 署

派 遣 業

そ の 他 の 事 業

小 計

1号

2号

3号

4号

5号

１ ～ ５ 号 計

6号

６ ～ 号 計

合 計

7号

8号

9号

13号

14号

17号

事 項

業 種

その５

条 条 条 条 条 条 条 条

違　　　　　反　　　　　状　　　　　況

　労　　　　　働　　　　　安　　　　　全　　　　　衛　　　　　生　　　　　法 じ   ん   肺   法 派 遣 法 特 例

防

止

規

則
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欠

乏

症
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準

規
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防
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則
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就
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時
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康

診
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定
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康
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）

労

働

安

全

衛

生
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則

予

防

規

則

有

機

溶

剤

中

毒

鉛

中

毒

予

防

規

則

中

毒

予

防

規

則

四

ア

ル

キ

ル

鉛

障

害

予

防

規

則

特

定

化

学

物

質

除

染

則

定

期

外

健

康

診

断

労

働

基

準

法

労

働

安

全

衛

生

法

等

石

綿

障

害

予

防

規

則

安

全

衛

生

規

則

高

気

圧

作

業

障

害

防

止

規

則

電

離

放

射

線

計

画

の

届

出

～
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５.　申告処理状況（家内労働法関係を除く。）（平成27年）

主　　要　　事　　項　　別　　被　　申　　告　　事　　業　　場　　数

労　　　　働　　　　基　　　　準　　　　法

(％) (％)

食 料 品 製 造 業

繊 維 工 業

衣服その他の繊維製品製造業

木 材 ・ 木 製 品 製 造 業

家 具 ・ 装 備 品 製 造 業

パルプ･紙･紙加工品製造業

印 刷 ・ 製 本 業

化 学 工 業

窯 業 土 石 製 品 製 造 業

鉄 鋼 業

非 鉄 金 属 製 造 業

金 属 製 品 製 造 業

一 般 機 械 器 具 製 造 業

電 気 機 械 器 具 製 造 業

輸 送 用 機 械 等 製 造 業

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

そ の 他 の 製 造 業

小 計

石 炭 鉱 業

土 石 採 取 業

そ の 他 の 鉱 業

小 計

土 木 工 事 業

建 築 工 事 業

そ の 他 の 建 設 業

小 計

鉄道・軌道・水運・航空業

道 路 旅 客 運 送 業

道 路 貨 物 運 送 業

そ の 他 の 運 輸 交 通 業

小 計

陸 上 貨 物 取 扱 業

港 湾 運 送 業

小 計

農 業

林 業

小 計

畜 産 業

水 産 業

小 計

８号 商 業

９号 金 融 ・ 広 告 業

10号 映 画 ・ 演 劇 業

11号 通 信 業

12号 教 育 ・ 研 究 業

医 療 保 健 業

社 会 福 祉 施 設

そ の 他 の 保 健 衛 生 業

小 計

旅 館 業

飲 食 店

そ の 他 の 接 客 娯 楽 業

小 計

15号 清 掃 ・ と 畜 業

16号 官 公 署

派 遣 業

そ の 他 の 事 業

小 計

合 計

主 要 事 項 別 違 反 事 業 場 数

６号

７号

13号

14号

17号

６ ～ 号 計

１号

２号

３号

４号

５号

１　　～　　５　　号　　計

じ

ん

肺

法

均

等

待

遇

男

女

同

一

賃

金

賃

金

不

払

解

雇

労 働 時 間 等 そ

の

他

安

全

衛

生

そ

の

他

完

結

率

前

年

か

ら

の

繰

越

件

数

当

年

受

理

件

数

計

最

低

賃

金

法

労 働 安 全 衛 生 法

一

般

年

少

者

　　　　　　　　　事　　項

　　業　　種

要処理申告事業場数 監

督

実

施

事

業

場

数

同

違

反

事

業

場

数

同

違

反

事

業

場

比

率

完

結

事

業

場

数
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食 料 品 製 造 業
繊 維 工 業
衣服その他の繊維製品製造業
木 材 ・ 木 製 品 製 造 業
家 具 ・ 装 備 品 製 造 業
パルプ・紙・紙加工品製造業
印 刷 ・ 製 本 業
化 学 工 業
窯 業 土 石 製 品 製 造 業
鉄 鋼 業
非 鉄 金 属 製 造 業
金 属 製 品 製 造 業
一 般 機 械 器 具 製 造 業
電 気 機 械 器 具 製 造 業
輸 送 用 機 械 等 製 造 業
電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業
そ の 他 の 製 造 業

小 計
石 炭 鉱 業
土 石 採 取 業
そ の 他 の 鉱 業

小 計
土 木 工 事 業
建 築 工 事 業
そ の 他 の 建 設 業

小 計
鉄 道 ・ 軌 道 ・ 水 運 ・ 航 空 業
道 路 旅 客 運 送 業
道 路 貨 物 運 送 業
そ の 他 の 運 輸 交 通 業

小 計
陸 上 貨 物 取 扱 業
港 湾 運 送 業

小 計

農 業
林 業

小 計
畜 産 業
水 産 業

小 計
卸 売 業
小 売 業
理 美 容 業
そ の 他 の 商 業

小 計
金 融 業
広 告 ・ あ っ せ ん 業

小 計
10号 映 画 ・ 演 劇 業
11号 通 信 業
12号 教 育 ・ 研 究 業

医 療 保 健 業
社 会 福 祉 施 設
そ の 他 の 保 健 衛 生 業

小 計
旅 館 業
飲 食 店
そ の 他 の 接 客 娯 楽 業

小 計
15号 清 掃 ・ と 畜 業
16号 官 公 署

派 遣 業
そ の 他 の 事 業

小 計
17号

６ ～ 号 計
合 計

６号

７号

８号

９号

13号

14号

１ ～ ５ 号 計

６．再監督実施状況（平成27年）

再監督実施事業場数 完全是正事業場数 完全是正率（％）

１号

２号

３号

４号

５号

業 種
事 項
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食 料 品 製 造 業
繊 維 工 業
衣服その他の繊維製品製造業
木 材 ・ 木 製 品 製 造 業
家 具 ・ 装 備 品 製 造 業
パルプ・紙・紙加工品製造業
印 刷 ・ 製 本 業
化 学 工 業
窯 業 土 石 製 品 製 造 業
鉄 鋼 業
非 鉄 金 属 製 造 業
金 属 製 品 製 造 業
一 般 機 械 器 具 製 造 業
電 気 機 械 器 具 製 造 業
輸 送 用 機 械 等 製 造 業
電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業
そ の 他 の 製 造 業

小 計
石 炭 鉱 業
土 石 採 取 業
そ の 他 の 鉱 業

小 計
土 木 工 事 業
建 築 工 事 業
そ の 他 の 建 設 業

小 計
鉄 道 ・ 軌 道 ・ 水 運 ・ 航 空 業
道 路 旅 客 運 送 業
道 路 貨 物 運 送 業
そ の 他 の 運 輸 交 通 業

小 計
陸 上 貨 物 取 扱 業
港 湾 運 送 業

小 計

農 業
林 業

小 計
畜 産 業
水 産 業

小 計
卸 売 業
小 売 業
理 美 容 業
そ の 他 の 商 業

小 計
金 融 業
広 告 ・ あ っ せ ん 業

小 計
10号 映 画 ・ 演 劇 業
11号 通 信 業
12号 教 育 ・ 研 究 業

医 療 保 健 業
社 会 福 祉 施 設
そ の 他 の 保 健 衛 生 業

小 計
旅 館 業
飲 食 店
そ の 他 の 接 客 娯 楽 業

小 計
15号 清 掃 ・ と 畜 業
16号 官 公 署

派 遣 業
そ の 他 の 事 業

小 計

７号

７．使用停止等命令処分等実施状況（平成27年）

　　　　　　　　　　　　　　　　事　項
　業　種

使用停止等処分事業場数 緊 急 措 置 命 令 事 業 場 数

１号

２号

３号

４号

５号

１ ～ ５ 号 計

６号

合 計

８号

９号

13号

14号

17号

６ ～ 号 計
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１ 項

３ 項

２ 項

(
％

)
(
％

)
(
％

)

機
械

（
精

密
機

械
を

除
く

）
器

具
製

造
業

上
記

を
除

く
一

般
機

械
器

具
製

造
業

電
気

機
械

器
具

製
造

業

輸
送

用
機

械
等

製
造

業

電
気

・
ガ

ス
・

水
道

業

そ
の

他
の

製
造

業

合
計

主
要

事
項

別
違

反
営

業
所

数

器
具

製
造

業

印
刷

・
製

本
業

化 学 工 業

化
学

繊
維

製
造

業

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

製
品

製
造

業

ゴ
ム

製
品

製
造

業

皮
革

・
同

製
品

製
造

業

上
記

を
除

く
化

学
工

業

窯
業

土
石

製
品

製
造

業

鉄
鋼

業

非
鉄

金
属

製
造

業

金
属

製
品

製
造

業

一
般

機
械

食
品

製
造

業

繊
維

工
業

衣
服

そ
の

他
の

繊
維

製
品

製
造

業

木
材

・
木

製
品

製
造

業

家
具

・
装

備
品

製
造

業

パ
ル

プ
・

紙
・

紙
加

工
品

製
造

業

工 賃 不 払

そ の 他

家 内 労 働 手 帳

工 賃 の 支 払

最 低 工 賃 の 効 力

安
全

衛
生

基
　

　
準

帳 簿 の 備 付

（ 委 　 託 　 者 ）

（ 補 　 助 　 者 ）

（ 家 内 労 働 者 ）

他 局 署 へ 移 送 し た 件 数

計

家 内 労 働 手 帳

工 賃 不 払

そ の 他

家 内 労 働 手 帳

再 監 督 実 施 営 業 所 数

違
反

事
項

３ 条

６ 条
条

条
条

前 年 か ら の 繰 越 件 数

直 接 受 理 件 数

他 局 署 か ら 移 送 さ れ た 件 数

８
．
家
内
労
働
監
督
実
施
状
況
及
び
措
置
状
況
（
平
成
2
7
年

）

再
監

督
実

施
状

況

定 期 監 督 実 施 営 業 所 数

同 違 反 営 業 所 数

同 違 反 営 業 所 比 率

違
反

事
項

要
処

理
申

告
営

業
所

数
完 結 率

主
 
要

 
事

 
項

 
別

被
申

告
営

業
所

数

申 告 監 督 実 施 営 業 所 数

同 違 反 営 業 所 数

同 違 反 営 業 所 比 率

完 結 営 業 所 数

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

事
　

　
　

項

　
　

業
　

　
　

種

定
期

監
督

等
実

施
状

況
申

告
処

理
実

施
状

況
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法 規 則

基33条１項 則13条 非常災害時の理由による労働時間延長･休日労働許可

基41条 則23条 断続的な宿直又は日直勤務許可

基40条 則33条 休憩自由利用除外許可

基41条３号 則34条 監視･断続的労働に従事する者に対する適用除外許可

基71条 則34条の４ 職業訓練に関する特例許可

基56条２項 年少則１条 使用許可

基61条３項 年少則５条 交替制による深夜業時間延長許可

基96条 寄宿則36条 事業附属寄宿舎規程第36条による適用特例許可

安衛12条 安衛則８条 衛生管理者選任特例許可

安衛13条 安衛則13条 産業医選任特例許可

安衛22条 有機則13条 施設の特例許可

安衛22条 有機則18条の３ 局所排気装置特例稼働許可

安衛55条
特化則46条･石綿
則47条

製造等の特例許可

安衛65条
測定基準２条、
10条、13条

作業環境測定特例許可

安衛66条 有機則31条 健康診断の特例許可

基19条１項但書後段

基20条１項但書前段

基20条１項但書後段 則７条 解雇予告除外認定

賃確７条 則９条 未払賃金の立替払に係る認定

賃確７条 則14条 未払賃金の立替払に係る確認

安衛22条 有機則３条、４条 適用除外認定

安衛22条 鉛則２条、４条 適用除外認定

安衛22条 特化則６条 適用除外認定

安衛22条 粉じん則２条 粉じん作業非該当認定

安衛22条 粉じん則９条 一部適用除外認定

基18条２項 則６条 貯蓄金管理に関する協定届

基32条の２　２項 則12条の２の２ 1箇月単位の変形労働時間制に関する協定届

基32条の４　４項 則12条の４ 1年単位の変形労働時間制に関する協定届

基32条の５　３項 則12条の５ 1週間単位の非定型的変形労働時間制に関する協定届

基33条１項但書 則13条 非常災害等の理由による労働時間延長･休日労働届

基36条 則17条 時間外労働・休日労働に関する協定届

基38条の２　３項 則24条の２
事業場外労働に関する協定届（36協定届に付随した
ものを含む）

基38条の３　２項 則24条の２の２ 専門業務型裁量労働制に関する協定届

基38条の４　１項 則24条の２の３ 企画業務型裁量労働制に関する決議届

基38条の４　４項 則24条の２の５ 企画業務型裁量労働制に関する報告

基38条の４　５項 則17条 時間外労働・休日労働に関する労使委員会の決議届

基89条１項 則49条 就業規則届・変更届

基95条１項
寄規１条の２
･建寄規２条

寄宿舎規則届・変更届

基96条の２
寄規３条の２
･建寄規５条

寄宿舎設置・移転・変更届

設定改善７条 労基則17条 時間外労働・休日労働に関する決議届

基18条６項 則６条の３ 貯蓄金管理中止命令

基33条２項 則14条 代休附与命令

基58条２項 年少則３条 労働契約解除

基92条２項 則50条 就業規則変更命令

賃確４条 則３条 貯蓄金の保全措置命令

安衛11条 安全管理者増員・解任命令

安衛12条 衛生管理者増員・解任命令

安衛88条 工事着手差止め・計画変更命令

安衛12条 安衛則９条 共同衛生管理者選任勧告

じん肺３条３項、
15条３項

則15条 検査命令

９．許可及び認定等件数（平成27年）

区
分

根 拠 条 文
名 称 申 請 件 数

許 可 及 び
認定等件数

届

出

小 計

命

令

等

小 計

許

可

小 計

認

定

等

則７条 解雇制限･解雇予告除外認定

小 計
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申請
件数

（件）

許可
件数

（件）

許可
人員

（人）

申請
件数

（件）

許可
件数

（件）

許可
人員

（人）

申請
件数

（件）

許可
件数

（件）

許可
人員

（人）

精神障害

知的障害

※２　許可件数、許可人員については、前年繰越し分を含む。

最 低 賃 金 法
第 ７ 条 第 ３ 号

職業訓練を受ける者の
減 額 特 例 許 可

（最低賃金減額特例許可）

根　拠　条　文 名　称

地 域 別 最 賃 特定（産業別）最賃 合 計

最 低 賃 金 法
第 ７ 条 第 １ 号

精神障害者の
減額特例許可

身 体 障 害 者 の
減 額 特 例 許 可

最 低 賃 金 法
第 ７ 条 第 ２ 号

試の使用期間中の者の
減 額 特 例 許 可

最 低 賃 金 法
第 ７ 条 第 ４ 号
（則第３条第２項）

軽易な業務に従事する
者 の 減 額 特 例 許 可

断続的労働に従事する
者 の 減 額 特 例 許 可

合　　　　　計

※１　同一労働者について、特定最賃及び地域別最賃の双方について減額特例許可をしたものは特定最低賃金に計上し、その
許可件数、許可人員を（　）に内数として示した。
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　　10　送検事件状況（平成27年）
その１

事　　　　　項　

５

条

６

条 条 条 条 条

24 最

　 賃

　 法

　 ４

条 条 条 条 条 条

　業　　　　種

食 料 品 製 造 業

繊 維 工 業

衣服その他の繊維製品製造業

木 材 ・ 木 製 品 製 造 業

家 具 ・ 装 備 品 製 造 業

パ ル プ ･ 紙 ･ 紙 加 工 品 製 造 業

印 刷 ・ 製 本 業

化 学 工 業

窯 業 土 石 製 品 製 造 業

鉄 鋼 業

非 鉄 金 属 製 造 業

金 属 製 品 製 造 業

一 般 機 械 器 具 製 造 業

電 気 機 械 器 具 製 造 業

輸 送 用 機 械 等 製 造 業

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

そ の 他 の 製 造 業

小 計

石 炭 鉱 業

土 石 採 取 業

そ の 他 の 鉱 業

小 計

土 木 工 事 業

建 築 工 事 業

そ の 他 の 建 設 業

小 計

鉄 道 ・ 軌 道 ・ 水 運 ・ 航 空 業

道 路 旅 客 運 送 業

道 路 貨 物 運 送 業

そ の 他 の 運 輸 交 通 業

小 計

陸 上 貨 物 取 扱 業

港 湾 運 送 業

小 計

農 業

林 業

小 計

畜 産 業

水 産 業

小 計

８号 商 業

９号 金 融 ・ 広 告 業

10号 映 画 ・ 演 劇 業

11号 通 信 業

12号 教 育 ・ 研 究 業

医 療 保 健 業

社 会 福 祉 施 設

そ の 他 の 保 健 衛 生 業

小 計

旅 館 業

飲 食 店

そ の 他 の 接 客 娯 楽 業

小 計

15号 清 掃 ・ と 畜 業

16号 官 公 署

派 遣 業

そ の 他 の 事 業

小 計

注）　一事件で複数の被疑条文がある場合には、その主たる被疑条文により件数を計上している。

合

計

労　　　　　　働　　　　　　基　　　　　　準　　　　　　法

賃

金

の

支

払

休

業

手

当

保

障

給

出

来

高

払

制

の

労

働

時

間

計
強

制

労

働

中

間

搾

取

労

働

条

件

の

明

示

賠

償

予

定

の

禁

止

解

雇

の

予

告

金

品

の

返

還

休

憩

１ ～ ５ 号 計

１号

２号

３号

４号

５号

合 計

６号

７号

13号

14号

17号

６ ～ 号 計
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事　　　　　項　

　業　　　　種

食 料 品 製 造 業

繊 維 工 業

衣服その他の繊維製品製造業

木 材 ・ 木 製 品 製 造 業

家 具 ・ 装 備 品 製 造 業

パ ル プ ･ 紙 ･ 紙 加 工 品 製 造 業

印 刷 ・ 製 本 業

化 学 工 業

窯 業 土 石 製 品 製 造 業

鉄 鋼 業

非 鉄 金 属 製 造 業

金 属 製 品 製 造 業

一 般 機 械 器 具 製 造 業

電 気 機 械 器 具 製 造 業

輸 送 用 機 械 等 製 造 業

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

そ の 他 の 製 造 業

小 計

石 炭 鉱 業

土 石 採 取 業

そ の 他 の 鉱 業

小 計

土 木 工 事 業

建 築 工 事 業

そ の 他 の 建 設 業

小 計

鉄 道 ・ 軌 道 ・ 水 運 ・ 航 空 業

道 路 旅 客 運 送 業

道 路 貨 物 運 送 業

そ の 他 の 運 輸 交 通 業

小 計

陸 上 貨 物 取 扱 業

港 湾 運 送 業

小 計

農 業

林 業

小 計

畜 産 業

水 産 業

小 計

８号 商 業

９号 金 融 ・ 広 告 業

10号 映 画 ・ 演 劇 業

11号 通 信 業

12号 教 育 ・ 研 究 業

医 療 保 健 業

社 会 福 祉 施 設

そ の 他 の 保 健 衛 生 業

小 計

旅 館 業

飲 食 店

そ の 他 の 接 客 娯 楽 業

小 計

15号 清 掃 ・ と 畜 業

16号 官 公 署

派 遣 業

そ の 他 の 事 業

小 計

１ ～ ５ 号 計

１号

２号

３号

４号

５号

合 計

６号

７号

13号

14号

17号

６ ～ 号 計

その２

条 条 条 条 条 条 条 条 条 条 条 条

注）　一事件で複数の被疑条文がある場合には、その主たる被疑条文により件数を計上している。

労　　　　　　働　　　　　　基　　　　　　準　　　　　　法

の

義

務

作

成

及

び

届

け

出

作

成

の

手

続

き

制

裁

規

定

の

制

限

及

び

安

全

衛

生

寄

宿

舎

の

整

備

の

権

限

労

働

基

準

監

督

官

申

告

監

督

機

関

へ

の

休

日

割

増

賃

金

最

低

年

齢

（

年

少

者

）

の

就

業

制

限

危

険

有

害

業

務

周

知

義

務

法

令

等

の

賃

金

台

帳
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事　　　　　項　

　業　　　　種

食 料 品 製 造 業

繊 維 工 業

衣服その他の繊維製品製造業

木 材 ・ 木 製 品 製 造 業

家 具 ・ 装 備 品 製 造 業

パ ル プ ･ 紙 ･ 紙 加 工 品 製 造 業

印 刷 ・ 製 本 業

化 学 工 業

窯 業 土 石 製 品 製 造 業

鉄 鋼 業

非 鉄 金 属 製 造 業

金 属 製 品 製 造 業

一 般 機 械 器 具 製 造 業

電 気 機 械 器 具 製 造 業

輸 送 用 機 械 等 製 造 業

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

そ の 他 の 製 造 業

小 計

石 炭 鉱 業

土 石 採 取 業

そ の 他 の 鉱 業

小 計

土 木 工 事 業

建 築 工 事 業

そ の 他 の 建 設 業

小 計

鉄 道 ・ 軌 道 ・ 水 運 ・ 航 空 業

道 路 旅 客 運 送 業

道 路 貨 物 運 送 業

そ の 他 の 運 輸 交 通 業

小 計

陸 上 貨 物 取 扱 業

港 湾 運 送 業

小 計

農 業

林 業

小 計

畜 産 業

水 産 業

小 計

８号 商 業

９号 金 融 ・ 広 告 業

10号 映 画 ・ 演 劇 業

11号 通 信 業

12号 教 育 ・ 研 究 業

医 療 保 健 業

社 会 福 祉 施 設

そ の 他 の 保 健 衛 生 業

小 計

旅 館 業

飲 食 店

そ の 他 の 接 客 娯 楽 業

小 計

15号 清 掃 ・ と 畜 業

16号 官 公 署

派 遣 業

そ の 他 の 事 業

小 計

１ ～ ５ 号 計

１号

２号

３号

４号

５号

合 計

６号

７号

13号

14号

17号

６ ～ 号 計

その３

条 条 条 条 条 条 条 条 条 条 条

注）　一事件で複数の被疑条文がある場合には、その主たる被疑条文により件数を計上している。

労 働 基 準 法 労　　　　　働　　　　　安　　　　　全　　　　　衛　　　　　生　　　　　法

作

業

主

任

者

計
設

備

等

作

業

方

法

衛

生

関

係

就

業

場

所

等

退

避

等

特
定
元
方
事
業
者
等

記

録

の

保

存

罰

則

安

全

管

理

者

衛

生

管

理

者
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事　　　　　項　

　業　　　　種

食 料 品 製 造 業

繊 維 工 業

衣服その他の繊維製品製造業

木 材 ・ 木 製 品 製 造 業

家 具 ・ 装 備 品 製 造 業

パ ル プ ･ 紙 ･ 紙 加 工 品 製 造 業

印 刷 ・ 製 本 業

化 学 工 業

窯 業 土 石 製 品 製 造 業

鉄 鋼 業

非 鉄 金 属 製 造 業

金 属 製 品 製 造 業

一 般 機 械 器 具 製 造 業

電 気 機 械 器 具 製 造 業

輸 送 用 機 械 等 製 造 業

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

そ の 他 の 製 造 業

小 計

石 炭 鉱 業

土 石 採 取 業

そ の 他 の 鉱 業

小 計

土 木 工 事 業

建 築 工 事 業

そ の 他 の 建 設 業

小 計

鉄 道 ・ 軌 道 ・ 水 運 ・ 航 空 業

道 路 旅 客 運 送 業

道 路 貨 物 運 送 業

そ の 他 の 運 輸 交 通 業

小 計

陸 上 貨 物 取 扱 業

港 湾 運 送 業

小 計

農 業

林 業

小 計

畜 産 業

水 産 業

小 計

８号 商 業

９号 金 融 ・ 広 告 業

10号 映 画 ・ 演 劇 業

11号 通 信 業

12号 教 育 ・ 研 究 業

医 療 保 健 業

社 会 福 祉 施 設

そ の 他 の 保 健 衛 生 業

小 計

旅 館 業

飲 食 店

そ の 他 の 接 客 娯 楽 業

小 計

15号 清 掃 ・ と 畜 業

16号 官 公 署

派 遣 業

そ の 他 の 事 業

小 計

１ ～ ５ 号 計

１号

２号

３号

４号

５号

合 計

６号

７号

13号

14号

17号

６ ～ 号 計

その４

条 条 条 条 条 条 条 条 条 条

４

　

条

最 低 賃 金 法

計

労　　　　働　　　　安　　　　全　　　　衛　　　　生　　　　法

最

低

賃

金

の

効

力

注

文

者

製

造

の

許

可

定

期

自

主

検

査

製

造

禁

止

安

全

衛

生

教

育

就

業

制

限

作

業

環

境

測

定

健

康

診

断

報

告

等

罰

則

注）　一事件で複数の被疑条文がある場合には、その主たる被疑条文により件数を計上している。
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起
　

　
訴

不
　

起
　

訴
起

　
　

訴
　

　
率

懲
　

　
役

罰
　

　
金

（
 
正

　
式

 
）

罰
　

　
金

（
 
略

　
式

 
）

無
　

　
罪

昭
和

2
5
年

件
　

数
昭

和
3
5
年

件
　

数
件

　
数

人
　

数
件

　
数

人
　

数
件

　
数

人
　

数
件

　
数

人
　

数
件

　
数

人
　

数
件

　
数

人
　

数
件

　
数

人
　

数
件

　
数

人
　

数
件

　
数

人
　

数
件

　
数

人
　

数
件

　
数

人
　

数
件

　
数

人
　

数
件

　
数

人
　

数
件

　
数

人
　

数
件

　
数

人
　

数
件

　
数

人
　

数
件

　
数

人
　

数
件

　
数

人
　

数
件

　
数

人
　

数

裁
　

　
　

　
　

判
　

　
　

　
　

結
　

　
　

　
　

果

（
注

）
　

1
　

同
一

事
件

に
お

い
て

、
被

疑
者

の
処

分
が

異
な

る
こ

と
が

あ
る

が
、

件
数

は
上

位
の

処
分

に
つ

い
て

計
上

し
た

。
　

　
　

　
2
　

総
計

、
検

察
官

処
分

及
び

裁
判

結
果

の
件

数
、

人
数

が
各

々
一

致
し

な
い

も
の

が
あ

る
が

、
被

疑
者

死
亡

、
併

合
処

分
、

検
察

官
処

分
中

止
、

検
察

官
認

知
に

よ
る

増
減

及
び

　
　

　
　

　
裁

判
未

済
の

も
の

が
あ

る
こ

と
に

よ
る

。
な

お
、

起
訴

率
は

当
該

年
に

お
け

る
起

訴
件

数
／

（
起

訴
件

数
＋

不
起

訴
件

数
）

に
よ

る
割

合
で

、
処

分
未

済
を

含
ま

な
い

。
 
 
 
 
 
 
 
 
3
 
 
平

成
2
5
年

か
ら

は
、

翌
々

年
１

月
の

第
５

開
庁

日
時

点
で

の
数

値
と

し
て

い
る

。

1
1
.
　
送
　
検
　
結
　
果
　
の
　
推
　
移

平
成

1
8
年

平
成

2
1
年

区
　

　
　

分

平
成

1
9
年

平
成

1
2
年

総
　

　
計

検
　

　
　

察
　

　
　

官
　

　
　

処
　

　
　

分

昭
和

4
0
年

昭
和

4
5
年

昭
和

5
0
年

昭
和

5
5
年

平
成

2
5
年

昭
和

6
0
年

平
成

7
年

平
成

2
年

平
成

2
7
年

平
成

2
6
年

平
成

1
7
年

平
成

2
2
年

平
成

2
3
年

平
成

2
0
年

平
成

2
4
年
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事
項

 
期

間
件

　
数

対
象

労
働

者
数

金
　

　
額

件
　

数
対

象
労

働
者

数
金

　
　

額
件

　
数

対
象

労
働

者
数

金
　

　
額

件
　

数
対

象
労

働
者

数
金

　
　

額
件

　
数

対
象

労
働

者
数

金
　

　
額

件
　

数
対

象
労

働
者

数
金

　
　

額

件
千

人
百

万
円

件
千

人
百

万
円

件
千

人
百

万
円

件
千

人
百

万
円

件
千

人
百

万
円

件
千

人
百

万
円

昭
和

5
5
年

度
(
5
5
.
 
4
～

5
6
.
 
3
)

上
　

　
　

期
(
5
5
.
 
4
～

5
5
.
 
9
)

下
　

　
　

期
(
5
5
.
1
0
～

5
6
.
 
3
)

昭
和

6
0
年

度
(
6
0
.
 
4
～

6
1
.
 
3
)

上
　

　
　

期
(
6
0
.
 
4
～

6
0
.
 
9
)

下
　

　
　

期
(
6
0
.
1
0
～

6
1
.
 
3
)

資
料

出
所

：
厚

生
労

働
省

労
働

基
準

局
　

　
注

)
平

成
９

年
よ

り
統

計
の

対
象

期
間

を
年

（
１

月
～

1
2
月

）
に

し
て

い
る

。

平
成

2
6
年

平
成

2
4
年

平
成

2
2
年

平
成

2
0
年

平
成

1
9
年

1
2
.
 
 
賃

　
金

　
不

　
払

　
状

　
況

前
　

期
　

繰
　

越
新

　
規

　
把

　
握

計
　

　
　

(
A
)

解
　

決
　

状
　

況
解

　
決

　
不

　
能

当
期

末
差

引
未

解
決

（
(
A
)
-
(
B
)
-
(
C
)
）

平
成

2
年

度

平
成

7
年

度

平
成

9
年

平
成

2
7
年

平
成

1
4
年

平
成

1
5
年

平
成

1
6
年

平
成

1
7
年

平
成

1
8
年

平
成

2
1
年

平
成

2
3
年

平
成

2
5
年
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年 度 企 業 数 支 給 者 数 立 替 払 額
(件) (人) (千円)

昭 和 年 度

昭 和 年 度
昭 和 年 度
昭 和 年 度
昭 和 年 度
昭 和 年 度
昭 和 年 度
昭 和 年 度
昭 和 年 度
昭 和 年 度
昭 和 年 度
昭 和 年 度
昭 和 年 度
平 成 元 年 度
平 成 ２ 年 度
平 成 ３ 年 度
平 成 ４ 年 度
平 成 ５ 年 度
平 成 ６ 年 度
平 成 ７ 年 度
平 成 ８ 年 度
平 成 ９ 年 度
平 成 年 度
平 成 年 度
平 成 年 度
平 成 年 度
平 成 年 度
平 成 年 度
平 成 年 度
平 成 年 度
平 成 年 度
平 成 年 度
平 成 年 度
平 成 年 度
平 成 年 度
平 成 年 度
平 成 年 度
平 成 年 度
平 成 年 度
平 成 年 度
累 計

  資料出所） 独立行政法人労働者健康安全機構調べ
  注1）         昭和51年度は、昭和51年７月から昭和52年３月までである。
  注2）         累計の立替払額は、四捨五入の関係で各年度の立替払額の合計と一致しないことがある。

１３． 未 払 賃 金 の 立 替 払 事 業 の 実 施 状 況　

－ 57－



構
成

比
構

成
比

構
成

比
構

成
比

構
成

比
構

成
比

構
成

比

昭
和

事
業

場
数

4
7
,
8
4
1
　

　
預

金
者

数
5
3
0
万

人
預

金
額

3
8
,
7
7
5
億

円
事

業
場

数
4
6
,
0
6
6
　

　
預

金
者

数
4
5
7
万

人
預

金
額

3
4
,
5
4
8
億

円
平

成
事

業
場

数
4
0
,
4
4
5
　

　
２

預
金

者
数

3
0
7
万

人
預

金
額

3
2
,
0
2
7
億

円
事

業
場

数
3
8
,
2
3
2
　

　
預

金
者

数
2
3
4
万

人
預

金
額

2
6
,
8
5
9
億

円
事

業
場

数
3
0
,
1
3
3
　

　
預

金
者

数
1
7
2
万

人
預

金
額

2
5
,
7
3
3
億

円
事

業
場

数
2
0
,
6
3
8
　

　
預

金
者

数
7
6
万

人
預

金
額

1
2
,
1
1
8
億

円
事

業
場

数
1
6
,
8
5
6
　

　
預

金
者

数
5
8
万

人
預

金
額

9
,
3
3
4
億

円
事

業
場

数
1
8
,
0
7
6
　

　
預

金
者

数
5
5
万

人
預

金
額

8
,
7
9
9
億

円
事

業
場

数
1
5
,
9
4
4
　

　
預

金
者

数
5
1
万

人
預

金
額

8
,
6
9
6
億

円
事

業
場

数
1
4
,
5
8
6
　

　
預

金
者

数
5
0
万

人
預

金
額

8
,
8
8
7
億

円
事

業
場

数
1
7
,
2
9
3
　

　
預

金
者

数
4
7
万

人
預

金
額

8
,
4
0
3
億

円
事

業
場

数
1
9
,
1
9
2
　

　
預

金
者

数
5
0
万

人
預

金
額

9
,
2
7
6
億

円
事

業
場

数
1
5
,
9
0
1
　

　
預

金
者

数
4
6
万

人
預

金
額

8
,
5
0
3
億

円

(
注

)
　

各
年

３
月

3
1
日

時
点

に
お

け
る

過
去

１
年

間
（

前
年

４
月

１
日

～
当

年
３

月
3
1
日

）
の

預
金

管
理

の
状

況
で

あ
る

。

非
工

業
的

業
種

年
合
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平成 元

(注)1.

死亡は死亡災害報告より作成したもの｡

平成23年は、東日本大震災を直接の原因とするもの（死傷2,827人、死亡1,314人）を
除いている。

15．業種別死傷者数の 推移（休業４日以上）

そ の 他 の 事 業交 通 運 輸 事 業 陸上貨物運送事業 港 湾 荷 役 業 林 業

昭和48年以降の交通運輸事業には道路貨物運送業を含まず､道路貨物運送業は陸上貨物
運送事業に含まれている｡

昭和48年以降の死傷者数は休業４日以上､昭和47年以前の死傷者数は休業８日以上のものである｡

　　　　　産業
年

建 設 業鉱 業製 造 業全 産 業

平成23年までの死傷者数は労災保険給付デｰタ及び労働者死傷病報告(労災非適)より作
成したもの｡平成24年以降は労働者死傷病報告による。
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16．業種別・都道府県別 死傷災害発生状況

陸上貨物運送事業 港湾荷役業全産業 その他林業製造業 鉱業 建設業 交通運輸事業
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道

路
）

交
通

事
故

（
そ

の
他

）

動
作

の
反

動
、

無
理

な
動

作
そ

の
他

分
類

不
能

有
害

物
等

と
の

接
触

感
電

爆
発

破
裂

火
災

平
成

2
7
年

　
(
単

位
：

人
)

大
業
種

中
業

種
小

業
種

墜
落

・
転

落
転

倒
激

突
飛

来
・

落
下

崩
壊

・
倒

壊
激

突
さ

れ

は
さ

ま
れ

、
巻

き
込

ま
れ

切
れ

、
こ

す
れ

踏
み

抜
き

お
ぼ

れ
高

温
・

低
温

の
物

と
の

接
触

0
9
 
 
金
融
広
告

業
 
 
0
1
 
 
金

融
業

 
 
 
 
0
1
 
 
銀

行
・

信
託

 
 
 
 
0
2
 
 
証

券
・

取
引

 
 
 
 
0
3
 
 
保

険
業

 
 
 
 
0
9
 
 
そ

の
他

の
金

融
業

小
計

 
 
0
2
 
 
広

告
・

あ
っ

せ
ん

 
 
 
 
0
1
 
 
旅

行
業

 
 
 
 
0
9
 
 
そ

の
他

の
広

告
あ

っ
せ

ん

小
計

計

1
0
 
 
映
画
・
演
劇

業
 
 
0
1
 
 
映

画
・

演
劇

業
 
 
 
 
0
1
 
 
映

画
製

作

 
 
 
 
0
2
 
 
映

画
館

 
 
 
 
0
9
 
 
そ

の
他

の
映

画

計

1
1
 
 
通
信
業

 
 
0
1
 
 
通

信
業

計

1
2
 
 
教
育
研
究

 
 
0
1
 
 
教

育
研

究
 
 
 
 
0
1
 
 
教

習
所

 
 
 
 
0
2
 
 
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
業

 
 
 
 
0
9
 
 
そ

の
他

教
育

計

1
3
 
 
保
健
衛
生
業

 
 
0
1
 
 
医

療
保

健
業

 
 
 
 
0
1
 
 
病

院

 
 
 
 
0
2
 
 
一

般
診

療
所

 
 
 
 
0
9
 
 
そ

の
他

医
療

保
健

小
計

 
 
0
2
 
 
社

会
福

祉
施

設
 
 
 
 
0
1
 
 
社

会
福

祉
施

設

 
 
0
3
 
 
そ

の
他

の
保

健
衛

生
 
 
 
 
0
1
 
 
浴

場
業

 
 
 
 
0
9
 
 
そ

の
他

の
保

健
衛

生

小
計

計

1
4
 
 
接
客
娯
楽

 
 
0
1
 
 
旅

館
業

 
 
 
 
0
1
 
 
旅

館
業

 
 
0
2
 
 
飲

食
店

 
 
 
 
0
1
 
 
一

般
飲

食
店

 
 
 
 
0
9
 
 
そ

の
他

の
飲

食
店

小
計

 
 
0
3
 
 
そ

の
他

の
接

客
 
 
 
 
0
1
 
 
ゴ

ル
フ

場

 
 
 
 
0
2
 
 
公

園
・

遊
園

地

 
 
 
 
0
9
 
 
そ

の
他

の
接

客

小
計

計

1
5
 
 
清
掃
・
と
畜

 
 
0
1
 
 
清

掃
・

と
畜

 
 
 
 
0
1
 
 
ビ

ル
メ

ン
テ
ナ

ン
ス

 
 
 
 
0
2
 
 
産

業
廃

棄
物

 
 
 
 
0
3
 
 
そ

の
他

の
廃

棄
物

 
 
 
 
0
4
 
 
火

葬
業

 
 
 
 
0
5
 
 
と

畜
業

 
 
 
 
0
9
 
 
そ

の
他

の
清

掃
・

と
畜

計

1
6
 
 
官
公
署

 
 
0
1
 
 
官

公
署

計

1
7
 
 
そ
の
他
の
事

業
 
 
0
1
 
 
派

遣
業

 
 
 
 
0
1
 
 
派

遣
業

 
 
0
2
 
 
そ

の
他

の
事

業
 
 
 
 
0
1
 
 
警

備
業

 
 
 
 
0
2
 
 
情

報
処

理

 
 
 
 
0
9
 
 
そ

の
他

の
事

業

小
計

計

合
計

資
料

出
所

：
労

働
者

死
傷

病
報

告
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大業種 中業種 小業種 原 動 機
動 力 伝
導 機 構

木 材
加 工 用
機 械

建 設
機 械 等

金 属
加 工 用
機 械

一 般
動 力
機 械

車 両 系
木 材 伐
出 機 械

等

動 力
ク レ ー
ン 等

動 力
運 搬 機

乗 物
圧 力
容 器

化 学
設 備

溶 接
装 置

炉 ・
窯 等

電 気
設 備

人 力
機 械
工 具 等

用 具
そ の 他
の装置、
設 備

仮設物、
建設物、
構築物等

危険物、
有 害 物

等
材 料 荷 環 境 等

そ の 他
の 起 因

物

起 因
物

な し

分 類
不 能

合 計

01  製造業   01  食料品製造     01  肉・乳製品

    02  水産食料品

    03  農産食料品

    04  パン・菓子製造

    05  酒製造

    06  飲料製造

    09  その他の食品

小計

  02  繊維工業     01  製糸業

    02  紡績業

    03  織物業

    04  染色整理業

    09  その他の繊維

小計

  03  衣服その他の繊維     01  外衣下着

    09  その他の繊維製品

小計

  04  木材・木製品     01  製材業

    02  合板製造

    09  その他の木材

小計

  05  家具・装備品     01  木製家具

    02  金属製家具

    03  建具製造

    09  その他の家具

小計

  06  パルプ等     01  パルプ・紙

    02  紙加工品製造

    09  その他パルプ等

小計

  07  印刷・製本     01  印刷業

    02  製本業

    09  その他の印刷

小計

  08  化学工業     01  無機・有機化学

    02  化学繊維製造

    03  医薬品製造

    04  石油・石炭製品

    05  プラスチック製品

    06  ゴム製品製造

    07  皮革製品製造

    08  塗料製造

    09  化学肥料

    99  その他の化学

小計

  09  窯業土石     01  セメント製品

    02  ガラス製品

    03  陶磁器製品

    04  耐火物製造

    05  その他の窯業

    09  その他の土石製品

小計

  10  鉄鋼業     01  製鉄・製鋼

    02  鋳物業

    09  その他の鉄鋼業

小計

  11  非鉄金属     01  非鉄精錬圧延

    02  非鉄鋳物業

    09  その他の非鉄金属

小計

(平成27年)　(単位：人)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　18.　業種別・起因物別死傷 者数（休業４日以上）
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大業種 中業種 小業種 原 動 機
動 力 伝
導 機 構

木 材
加 工 用
機 械

建 設
機 械 等

金 属
加 工 用
機 械

一 般
動 力
機 械

車 両 系
木 材 伐
出 機 械

等

動 力
ク レ ー
ン 等

動 力
運 搬 機

乗 物
圧 力
容 器

化 学
設 備

溶 接
装 置

炉 ・
窯 等

電 気
設 備

人 力
機 械
工 具 等

用 具
そ の 他
の装置、
設 備

仮設物、
建設物、
構築物等

危険物、
有 害 物

等
材 料 荷 環 境 等

そ の 他
の 起 因

物

起 因
物

な し

分 類
不 能

合 計

01  製造業   01  食料品製造     01  肉・乳製品

    02  水産食料品

    03  農産食料品

    04  パン・菓子製造

    05  酒製造

    06  飲料製造

    09  その他の食品

小計

  02  繊維工業     01  製糸業

    02  紡績業

    03  織物業

    04  染色整理業

    09  その他の繊維

小計

  03  衣服その他の繊維     01  外衣下着

    09  その他の繊維製品

小計

  04  木材・木製品     01  製材業

    02  合板製造

    09  その他の木材

小計

  05  家具・装備品     01  木製家具

    02  金属製家具

    03  建具製造

    09  その他の家具

小計

  06  パルプ等     01  パルプ・紙

    02  紙加工品製造

    09  その他パルプ等

小計

  07  印刷・製本     01  印刷業

    02  製本業

    09  その他の印刷

小計

  08  化学工業     01  無機・有機化学

    02  化学繊維製造

    03  医薬品製造

    04  石油・石炭製品

    05  プラスチック製品

    06  ゴム製品製造

    07  皮革製品製造

    08  塗料製造

    09  化学肥料

    99  その他の化学

小計

  09  窯業土石     01  セメント製品

    02  ガラス製品

    03  陶磁器製品

    04  耐火物製造

    05  その他の窯業

    09  その他の土石製品

小計

  10  鉄鋼業     01  製鉄・製鋼

    02  鋳物業

    09  その他の鉄鋼業

小計

  11  非鉄金属     01  非鉄精錬圧延

    02  非鉄鋳物業

    09  その他の非鉄金属

小計

(平成27年)　(単位：人)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　18.　業種別・起因物別死傷 者数（休業４日以上）
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大業種 中業種 小業種 原 動 機
動 力 伝
導 機 構

木 材
加 工 用
機 械

建 設
機 械 等

金 属
加 工 用
機 械

一 般
動 力
機 械

車 両 系
木 材 伐
出 機 械

等

動 力
ク レ ー
ン 等

動 力
運 搬 機

乗 物
圧 力
容 器

化 学
設 備

溶 接
装 置

炉 ・
窯 等

電 気
設 備

人 力
機 械
工 具 等

用 具
そ の 他
の装置、
設 備

仮設物、
建設物、
構築物等

危険物、
有 害 物

等
材 料 荷 環 境 等

そ の 他
の 起 因

物

起 因
物

な し

分 類
不 能

合 計

(平成27年)　(単位：人)

  12  金属製品     01  洋食器・刃物

    02  ねじ等製造

    03  金属プレス

    04  めっき業

    09  その他金属

小計

  13  一般機械器具     01  機械器具製造

    02  計量器測定器

    03  光学機械

    04  時計製造

    05  その他精密機械

小計

  14  電気機械器具     01  重電機

    02  軽電機製造

    03  電子・通信機器

    09  その他の電気機械

小計

  15  輸送機械製造     01  造船業

    02  自動車製造

    03  鉄道車両

    09  その他輸送機械

小計

  16  電気・ガス     01  電気業

    02  ガス業

    03  水道業

    09  その他の電気・ガス

小計

  17  その他の製造     01  自動車整備

    02  機械修理業

    03  クリーニング業

    04  たばこ製造

    09  その他製造

小計

計

02  鉱業   01  石炭鉱業     01  一般石炭

    09  その他の石炭

小計

  02  土石採取業     01  採石業

    02  砂利採取業

    09  その他の土石採取

小計

  03  その他の鉱業     01  金属鉱業

    02  石油等鉱業

    09  その他鉱業

小計

計

03  建設業   01  土木工事     01  水力発電所

    02  トンネル建設工事

    03  地下鉄建設工事

    04  軌道建設工事

    05  橋梁建設工事

    06  道路建設工事

    07  河川土木工事

    08  砂防工事業

    09  土地整理土木

    10  上下水道

    11  港湾海岸

    99  その他土木

小計
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大業種 中業種 小業種 原 動 機
動 力 伝
導 機 構

木 材
加 工 用
機 械

建 設
機 械 等

金 属
加 工 用
機 械

一 般
動 力
機 械

車 両 系
木 材 伐
出 機 械

等

動 力
ク レ ー
ン 等

動 力
運 搬 機

乗 物
圧 力
容 器

化 学
設 備

溶 接
装 置

炉 ・
窯 等

電 気
設 備

人 力
機 械
工 具 等

用 具
そ の 他
の装置、
設 備

仮設物、
建設物、
構築物等

危険物、
有 害 物

等
材 料 荷 環 境 等

そ の 他
の 起 因

物

起 因
物

な し

分 類
不 能

合 計

(平成27年)　(単位：人)

  12  金属製品     01  洋食器・刃物

    02  ねじ等製造

    03  金属プレス

    04  めっき業

    09  その他金属

小計

  13  一般機械器具     01  機械器具製造

    02  計量器測定器

    03  光学機械

    04  時計製造

    05  その他精密機械

小計

  14  電気機械器具     01  重電機

    02  軽電機製造

    03  電子・通信機器

    09  その他の電気機械

小計

  15  輸送機械製造     01  造船業

    02  自動車製造

    03  鉄道車両

    09  その他輸送機械

小計

  16  電気・ガス     01  電気業

    02  ガス業

    03  水道業

    09  その他の電気・ガス

小計

  17  その他の製造     01  自動車整備

    02  機械修理業

    03  クリーニング業

    04  たばこ製造

    09  その他製造

小計

計

02  鉱業   01  石炭鉱業     01  一般石炭

    09  その他の石炭

小計

  02  土石採取業     01  採石業

    02  砂利採取業

    09  その他の土石採取

小計

  03  その他の鉱業     01  金属鉱業

    02  石油等鉱業

    09  その他鉱業

小計

計

03  建設業   01  土木工事     01  水力発電所

    02  トンネル建設工事

    03  地下鉄建設工事

    04  軌道建設工事

    05  橋梁建設工事

    06  道路建設工事

    07  河川土木工事

    08  砂防工事業

    09  土地整理土木

    10  上下水道

    11  港湾海岸

    99  その他土木

小計
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大業種 中業種 小業種 原 動 機
動 力 伝
導 機 構

木 材
加 工 用
機 械

建 設
機 械 等

金 属
加 工 用
機 械

一 般
動 力
機 械

車 両 系
木 材 伐
出 機 械

等

動 力
ク レ ー
ン 等

動 力
運 搬 機

乗 物
圧 力
容 器

化 学
設 備

溶 接
装 置

炉 ・
窯 等

電 気
設 備

人 力
機 械
工 具 等

用 具
そ の 他
の装置、
設 備

仮設物、
建設物、
構築物等

危険物、
有 害 物

等
材 料 荷 環 境 等

そ の 他
の 起 因

物

起 因
物

な し

分 類
不 能

合 計

(平成27年)　(単位：人)

  02  建築工事     01  鉄骨・鉄筋家屋

    02  木造家屋建築

    03  建築設備工事

    09  その他の建築工事

小計

  03  その他の建設     01  電気通信工事

    02  機械器具設置

    09  その他の建設

小計

計

04  運輸交通業   01  鉄道等     01  鉄道・軌道

    02  水運業

    03  航空業

小計

  02  道路旅客     01  ハイヤー・タクシー

    02  バス業

    09  その他の旅客

小計

  03  道路貨物運送     01  一般貨物

    02  特定貨物

    03  貨物軽自動車

    09  その他の道路貨物

小計

  04  その他の運輸交通     09  その他の運輸交通

計

05  貨物取扱   01  陸上貨物     01  陸上貨物

  02  港湾運送業     01  一般港湾

    02  港湾荷役業

    09  その他の港湾運送

小計

計

06  農林業   01  農業     01  農業

  02  林業     01  木材伐出

    09  その他の林業

小計

計

07  畜産･水産業   01  畜産業     01  畜産業

  02  水産業     01  漁業

    09  その他の水産業

小計

計

08  商業   01  卸売業     01  各種商品卸

    02  家具等卸売

    09  その他の卸売

小計

  02  小売業     01  各種商品小売

    02  自動車小売

    03  家具等小売業

    04  燃料小売業

    05  新聞販売

    09  その他の小売業

小計

  03  理美容業     01  理容業

    02  美容業

小計

  04  その他の商業     01  倉庫業

    09  その他の商業

小計

計
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大業種 中業種 小業種 原 動 機
動 力 伝
導 機 構

木 材
加 工 用
機 械

建 設
機 械 等

金 属
加 工 用
機 械

一 般
動 力
機 械

車 両 系
木 材 伐
出 機 械

等

動 力
ク レ ー
ン 等

動 力
運 搬 機

乗 物
圧 力
容 器

化 学
設 備

溶 接
装 置

炉 ・
窯 等

電 気
設 備

人 力
機 械
工 具 等

用 具
そ の 他
の装置、
設 備

仮設物、
建設物、
構築物等

危険物、
有 害 物

等
材 料 荷 環 境 等

そ の 他
の 起 因

物

起 因
物

な し

分 類
不 能

合 計

(平成27年)　(単位：人)

  02  建築工事     01  鉄骨・鉄筋家屋

    02  木造家屋建築

    03  建築設備工事

    09  その他の建築工事

小計

  03  その他の建設     01  電気通信工事

    02  機械器具設置

    09  その他の建設

小計

計

04  運輸交通業   01  鉄道等     01  鉄道・軌道

    02  水運業

    03  航空業

小計

  02  道路旅客     01  ハイヤー・タクシー

    02  バス業

    09  その他の旅客

小計

  03  道路貨物運送     01  一般貨物

    02  特定貨物

    03  貨物軽自動車

    09  その他の道路貨物

小計

  04  その他の運輸交通     09  その他の運輸交通

計

05  貨物取扱   01  陸上貨物     01  陸上貨物

  02  港湾運送業     01  一般港湾

    02  港湾荷役業

    09  その他の港湾運送

小計

計

06  農林業   01  農業     01  農業

  02  林業     01  木材伐出

    09  その他の林業

小計

計

07  畜産･水産業   01  畜産業     01  畜産業

  02  水産業     01  漁業

    09  その他の水産業

小計

計

08  商業   01  卸売業     01  各種商品卸

    02  家具等卸売

    09  その他の卸売

小計

  02  小売業     01  各種商品小売

    02  自動車小売

    03  家具等小売業

    04  燃料小売業

    05  新聞販売

    09  その他の小売業

小計

  03  理美容業     01  理容業

    02  美容業

小計

  04  その他の商業     01  倉庫業

    09  その他の商業

小計

計
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大業種 中業種 小業種 原 動 機
動 力 伝
導 機 構

木 材
加 工 用
機 械

建 設
機 械 等

金 属
加 工 用
機 械

一 般
動 力
機 械

車 両 系
木 材 伐
出 機 械

等

動 力
ク レ ー
ン 等

動 力
運 搬 機

乗 物
圧 力
容 器

化 学
設 備

溶 接
装 置

炉 ・
窯 等

電 気
設 備

人 力
機 械
工 具 等

用 具
そ の 他
の装置、
設 備

仮設物、
建設物、
構築物等

危険物、
有 害 物

等
材 料 荷 環 境 等

そ の 他
の 起 因

物

起 因
物

な し

分 類
不 能

合 計

(平成27年)　(単位：人)

09  金融広告業   01  金融業     01  銀行・信託

    02  証券・取引

    03  保険業

    09  その他の金融業

小計

  02  広告・あっせん     01  旅行業

    09  その他の広告あっせん

小計

計

10  映画・演劇業   01  映画・演劇業     01  映画製作

    02  映画館

    09  その他の映画

計

11  通信業   01  通信業     01  通信業

計

12  教育研究   01  教育研究     01  教習所

    02  ソフトウェア業

    09  その他教育

計

13  保健衛生業   01  医療保健業     01  病院

    02  一般診療所

    09  その他医療保健

小計

  02  社会福祉施設     01  社会福祉施設

  03  その他の保健衛生     01  浴場業

    09  その他の保健衛生

小計

計

14  接客娯楽   01  旅館業     01  旅館業

  02  飲食店     01  一般飲食店

    09  その他の飲食店

小計

  03  その他の接客     01  ゴルフ場

    02  公園・遊園地

    09  その他の接客

小計

計

15  清掃・と畜   01  清掃・と畜     01  ビルメンテナンス

    02  産業廃棄物

    03  その他の廃棄物

    04  火葬業

    05  と畜業

    09  その他の清掃・と畜

計

16  官公署   01  官公署     01  官公署

計

17  その他の事業   01  派遣業     01  派遣業

  02  その他の事業     01  警備業

    02  情報処理

    09  その他の事業

小計

計

合計

資料出所：労働者死傷病報告
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大業種 中業種 小業種 原 動 機
動 力 伝
導 機 構

木 材
加 工 用
機 械

建 設
機 械 等

金 属
加 工 用
機 械

一 般
動 力
機 械

車 両 系
木 材 伐
出 機 械

等

動 力
ク レ ー
ン 等

動 力
運 搬 機

乗 物
圧 力
容 器

化 学
設 備

溶 接
装 置

炉 ・
窯 等

電 気
設 備

人 力
機 械
工 具 等

用 具
そ の 他
の装置、
設 備

仮設物、
建設物、
構築物等

危険物、
有 害 物

等
材 料 荷 環 境 等

そ の 他
の 起 因

物

起 因
物

な し

分 類
不 能

合 計

(平成27年)　(単位：人)

09  金融広告業   01  金融業     01  銀行・信託

    02  証券・取引

    03  保険業

    09  その他の金融業

小計

  02  広告・あっせん     01  旅行業

    09  その他の広告あっせん

小計

計

10  映画・演劇業   01  映画・演劇業     01  映画製作

    02  映画館

    09  その他の映画

計

11  通信業   01  通信業     01  通信業

計

12  教育研究   01  教育研究     01  教習所

    02  ソフトウェア業

    09  その他教育

計

13  保健衛生業   01  医療保健業     01  病院

    02  一般診療所

    09  その他医療保健

小計

  02  社会福祉施設     01  社会福祉施設

  03  その他の保健衛生     01  浴場業

    09  その他の保健衛生

小計

計

14  接客娯楽   01  旅館業     01  旅館業

  02  飲食店     01  一般飲食店

    09  その他の飲食店

小計

  03  その他の接客     01  ゴルフ場

    02  公園・遊園地

    09  その他の接客

小計

計

15  清掃・と畜   01  清掃・と畜     01  ビルメンテナンス

    02  産業廃棄物

    03  その他の廃棄物

    04  火葬業

    05  と畜業

    09  その他の清掃・と畜

計

16  官公署   01  官公署     01  官公署

計

17  その他の事業   01  派遣業     01  派遣業

  02  その他の事業     01  警備業

    02  情報処理

    09  その他の事業

小計

計

合計

資料出所：労働者死傷病報告
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１９歳 ２０歳 ３０歳 ４０歳 ５０歳 ６０歳
～ ～ ～ ～ 計

以下 ２９歳 ３９歳 ４９歳 ５９歳 以上

01  製造業   01  食料品製造     01  肉・乳製品

    02  水産食料品

    03  農産食料品

    04  パン・菓子製造

    05  酒製造

    06  飲料製造

    09  その他の食品

小計

  02  繊維工業     01  製糸業

    02  紡績業

    03  織物業

    04  染色整理業

    09  その他の繊維

小計

  03  衣服その他の繊維     01  外衣下着

    09  その他の繊維製品

小計

  04  木材・木製品     01  製材業

    02  合板製造

    09  その他の木材

小計

  05  家具・装備品     01  木製家具

    02  金属製家具

    03  建具製造

    09  その他の家具

小計

  06  パルプ等     01  パルプ・紙

    02  紙加工品製造

    09  その他パルプ等

小計

  07  印刷・製本     01  印刷業

    02  製本業

    09  その他の印刷

小計

  08  化学工業     01  無機・有機化学

    02  化学繊維製造

    03  医薬品製造

    04  石油・石炭製品

    05  プラスチック製品

    06  ゴム製品製造

    07  皮革製品製造

    08  塗料製造

    09  化学肥料

    99  その他の化学

小計

  09  窯業土石     01  セメント製品

    02  ガラス製品

    03  陶磁器製品

    04  耐火物製造

    05  その他の窯業

    09  その他の土石製品

小計

  10  鉄鋼業     01  製鉄・製鋼

    02  鋳物業

    09  その他の鉄鋼業

小計

  11  非鉄金属     01  非鉄精錬圧延

    02  非鉄鋳物業

    09  その他の非鉄金属

小計

19.　業種別・年齢別労働災害発生状況

(平成27年)　(単位：人)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年齢

        業種
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１９歳 ２０歳 ３０歳 ４０歳 ５０歳 ６０歳
～ ～ ～ ～ 計

以下 ２９歳 ３９歳 ４９歳 ５９歳 以上

(平成27年)　(単位：人)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年齢

        業種

  12  金属製品     01  洋食器・刃物

    02  ねじ等製造

    03  金属プレス

    04  めっき業

    09  その他金属

小計

  13  一般機械器具     01  機械器具製造

    02  計量器測定器

    03  光学機械

    04  時計製造

    05  その他精密機械

小計

  14  電気機械器具     01  重電機

    02  軽電機製造

    03  電子・通信機器

    09  その他の電気機械

小計

  15  輸送機械製造     01  造船業

    02  自動車製造

    03  鉄道車両

    09  その他輸送機械

小計

  16  電気・ガス     01  電気業

    02  ガス業

    03  水道業

    09  その他の電気・ガス

小計

  17  その他の製造     01  自動車整備

    02  機械修理業

    03  クリーニング業

    04  たばこ製造

    09  その他製造

小計

計

02  鉱業   01  石炭鉱業     01  一般石炭

    09  その他の石炭

小計

  02  土石採取業     01  採石業

    02  砂利採取業

    09  その他の土石採取

小計

  03  その他の鉱業     01  金属鉱業

    02  石油等鉱業

    09  その他鉱業

小計

計

03  建設業   01  土木工事     01  水力発電所

    02  トンネル建設工事

    03  地下鉄建設工事

    04  軌道建設工事

    05  橋梁建設工事

    06  道路建設工事

    07  河川土木工事

    08  砂防工事業

    09  土地整理土木

    10  上下水道

    11  港湾海岸

    99  その他土木

小計
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１９歳 ２０歳 ３０歳 ４０歳 ５０歳 ６０歳
～ ～ ～ ～ 計

以下 ２９歳 ３９歳 ４９歳 ５９歳 以上

(平成27年)　(単位：人)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年齢

        業種

  02  建築工事     01  鉄骨・鉄筋家屋

    02  木造家屋建築

    03  建築設備工事

    09  その他の建築工事

小計

  03  その他の建設     01  電気通信工事

    02  機械器具設置

    09  その他の建設

小計

計

04  運輸交通業   01  鉄道等     01  鉄道・軌道

    02  水運業

    03  航空業

小計

  02  道路旅客     01  ハイヤー・タクシー

    02  バス業

    09  その他の旅客

小計

  03  道路貨物運送     01  一般貨物

    02  特定貨物

    03  貨物軽自動車

    09  その他の道路貨物

小計

  04  その他の運輸交通     09  その他の運輸交通

計

05  貨物取扱   01  陸上貨物     01  陸上貨物

  02  港湾運送業     01  一般港湾

    02  港湾荷役業

    09  その他の港湾運送

小計

計

06  農林業   01  農業     01  農業

  02  林業     01  木材伐出

    09  その他の林業

小計

計

07  畜産･水産業   01  畜産業     01  畜産業

  02  水産業     01  漁業

    09  その他の水産業

小計

計

08  商業   01  卸売業     01  各種商品卸

    02  家具等卸売

    09  その他の卸売

小計

  02  小売業     01  各種商品小売

    02  自動車小売

    03  家具等小売業

    04  燃料小売業

    05  新聞販売

    09  その他の小売業

小計

  03  理美容業     01  理容業

    02  美容業

小計

  04  その他の商業     01  倉庫業

    09  その他の商業

小計

計
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１９歳 ２０歳 ３０歳 ４０歳 ５０歳 ６０歳
～ ～ ～ ～ 計

以下 ２９歳 ３９歳 ４９歳 ５９歳 以上

(平成27年)　(単位：人)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年齢

        業種

09  金融広告業   01  金融業     01  銀行・信託

    02  証券・取引

    03  保険業

    09  その他の金融業

小計

  02  広告・あっせん     01  旅行業

    09  その他の広告あっせん

小計

計

10  映画・演劇業   01  映画・演劇業     01  映画製作

    02  映画館

    09  その他の映画

計

11  通信業   01  通信業     01  通信業

計

12  教育研究   01  教育研究     01  教習所

    02  ソフトウェア業

    09  その他教育

計

13  保健衛生業   01  医療保健業     01  病院

    02  一般診療所

    09  その他医療保健

小計

  02  社会福祉施設     01  社会福祉施設

  03  その他の保健衛生     01  浴場業

    09  その他の保健衛生

小計

計

14  接客娯楽   01  旅館業     01  旅館業

  02  飲食店     01  一般飲食店

    09  その他の飲食店

小計

  03  その他の接客     01  ゴルフ場

    02  公園・遊園地

    09  その他の接客

小計

計

15  清掃・と畜   01  清掃・と畜     01  ビルメンテナンス

    02  産業廃棄物

    03  その他の廃棄物

    04  火葬業

    05  と畜業

    09  その他の清掃・と畜

計

16  官公署   01  官公署     01  官公署

計

17  その他の事業   01  派遣業     01  派遣業

  02  その他の事業     01  警備業

    02  情報処理

    09  その他の事業

小計

計

合 計

資料出所：労働者死傷病報告
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（
単
位
　
人
）

増
減
数

増
減
数
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減
数

増
減
数

増
減
数

増
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数

増
減
数

増
減
数

増
減
数

北
海

道

青
森

岩
手

宮
城

秋
田

山
形

福
島

茨
城

栃
木

群
馬

埼
玉

千
葉

東
京

神
奈

川

新
潟

富
山

石
川

福
井

山
梨

長
野

岐
阜

静
岡

愛
知

三
重

滋
賀

京
都

大
阪

兵
庫

奈
良

和
歌

山

鳥
取

島
根

岡
山

広
島

山
口

徳
島

香
川

愛
媛

高
知

福
岡

佐
賀

長
崎

熊
本

大
分

宮
崎

鹿
児

島

沖
縄

計 資
料

出
所

：
厚

生
労

働
省

調
べ

（
死

亡
災

害
報

告
に

よ
り

作
成

）

2
0
．

業
種

別
・

都
道

府
県

別
死

亡
災

害
発

生
状

況

そ
の
他
の
事
業

陸
上
貨
物
運
送
事
業

港
湾
荷
役
業

林
業

鉱
業

建
設
業

交
通
運
輸
事
業

全
産
業

製
造
業
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（
単

位
　

件
数

：
件

、
死

傷
・

死
亡

：
人

）

小 計
発 破

煙 火
引 火 性 料 品

可 燃 性 ガ ス

水 蒸 気

粉 塵
そ の 他 爆 発 性 料 品

件
数

死
傷

死
亡

件
数

死
傷

死
亡

件
数

死
傷

死
亡

件
数

死
傷

死
亡
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数

死
傷

死
亡
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数

死
傷
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亡
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数

死
傷
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亡
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数

死
傷

死
亡
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数

死
傷
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亡

件
数
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傷
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亡
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数
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傷
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亡
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数

死
傷

死
亡
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数

死
傷

死
亡

件
数

死
傷

死
亡

件
数

死
傷

死
亡

件
数

死
傷

死
亡

件
数

死
傷

死
亡

件
数

死
傷

死
亡

資
料
出
所
：
厚
生
労
働
省
調
べ
（
重
大
災
害

報
告
に
よ
り
作
成
）

2
1
．
業
種
別
・
原
因
別
重
大
災
害
発
生
状
況
（
平

成
2
6
年
・
2
7
年
）

爆
発

ク レ ー ン 等

交 通 事 故

火 災 ・ 高 熱 物

中 毒 ・ 薬 傷

電 気
海 難

そ の 他

落 盤
雪 崩

倒 壊
合 計

墜 落
破 裂

土 砂 災 害

全
産
業

そ
の
他

港
湾
荷
役
業

陸
上
貨
物
運
送
事
業

建
設
業

交
通
運
輸
事
業

製
造
業

鉱
業

林
業
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疾
病
分
類

業
種

　
　
食
 
料
 
品
 
製
 
造
 
業
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・
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製
 
品
 
製
 
造
 
業

　
　

木
 
材

 
・

 
木

 
製

 
品

 
家

 
具

 
装

 
備

 
品

 
製

 
造

 
業

　

　
　
パ
 
ル
 
プ
 
・
 
紙
 
 
 
紙
 
加
 
工
 
品
 
印
 
刷

 
 
 
 
・
 
製
 
本
 
業

　
　
化
 
学
 
工
 
業

　
　
窯
 
業
 
・
 
土
 
石
 
製
 
品
 
製
 
造
 
業

　
　
鉄
 
鋼
 
・
 
非
 
鉄
 
金
 
属
 
製
 
造
 
業

　
　
金
 
属
 
製
 
品
 
製
 
造
 
業

　
　
一
 
般
 
・
 
電
 
気
 
・
 
輸
 
送
 
用
 
機
 
械

 
 
 
 
工
 
業

　
　
電
 
気
 
・
 
ガ
 
ス
 
・
 
水
 
道
 
業

　
　
そ
 
の
 
他
 
の
 
製
 
造
 
業

　
製
　
造
　
業
　
小
　
計

　
 
 
 
 
 
鉱
　
　
　
　
　
　
　
業

　
 
 
 
 
 
建
　
　
　
設
　
　
　
業

　
 
 
 
 
 
運
　
輸
　
交
　
通
　
業

　
 
 
 
 
 
貨
　
物
　
取
　
扱
　
業

　
 
 
 
 
 
農
　
林
　
水
　
産
　
業

　
 
 
 
 
 
 
 
商
　
業
　
・
　
金
　
融
　
・
　
広
　
告
　
業

 
 
 
 
 
 
 
保
　
健
　
衛
　
生
　
業

　
 
 
 
 
 
接
　
客
　
・
　
娯
　
楽
　
業

　
 
 
 
 
 
 
 
清
　
掃
　
・
　
と
　
畜
　
業

　
 
 
 
 
 
そ
　
の
　
他
　
の
　
事
　
業

　
合
　
　
　
　
　
　
計

（
注
）
１
　
表
は
休
業
４
日
以
上
の
も
の
で
あ
る
。

４
　
「
化
学
物
質
」
は
労
働
基
準
法
施
行
規
則
別
表
第
１
の
２
第
７
号
に
掲
げ
る
名
称
の
化
学
物
質
で
あ
る
。

２
　
疾
病
分
類
は
労
働
基
準
法
施
行
規
則
第
3
5
条
に
よ
る
も
の
を
整
理
し
た
も
の
で
あ
る
。

５
　
本
統
計
の
数
字
は
平
成
2
7
年
中
に
発
生
し
た
疾
病
で
平
成
2
8
年
３
月
末
日
ま
で
に
把
握
し
た
も
の
で
あ
る
。

３
　
表
中
の
（
　
　
）
は
死
亡
で
内
数
で
あ
る
。

資
料

：
業

務
上

疾
病

調

じ ん 肺 症 及 び じ ん 肺 合 併 症

（ 休 業 の み ）

2
2
．

平
成

2
7
年

業
務

上
疾

病
発

生
状

況
（

業
種

別
・

疾
病

別
）

物
理
的
因
子
に
よ
る
疾
病

作
業
態
様
に
起
因
す
る
疾
病

が
ん

製 造 業

起 因 す る 疾 病

～ 以 外 の 作 業 態 様 に

に よ る 疾 病

～ 以 外 の 物 理 的 因 子

負 傷 に 起 因 す る 疾 病

有 害 光 線 に よ る 疾 病

電 離 放 射 線 に よ る 疾 病

異 常 気 圧 下 に お け る 疾

病
異 常 温 度 条 件 に よ る 疾 病

騒 音 に よ る 耳 の 疾 病

疾 患 と 内 臓 脱

重 激 業 務 に よ る 運 動 器
腰 痛

負 傷 に よ ら な い 業 務 上

頸 肩 腕 症 候 群

手 指 前 腕 の 障 害 及 び

（ が ん を 除 く ）

化 学 物 質 に よ る 疾 病

電 離 放 射 線 に よ る が ん

化 学 物 質 に よ る が ん

以 外 の 原 因 に よ る が ん

疾 患 ・ 心 臓 疾 患 等

過 重 な 業 務 に よ る 脳 血 管

合 計

業 務 に よ る 精 神 障 害

強 い 心 理 的 負 荷 を 伴 う

こ と の 明 ら か な 疾 病

そ の 他 の 業 務 に 起 因 す る

う ち 腰 痛 （ 災 害 性 腰 痛 ）

振 動 障 害

酸 素 欠 乏 症

病 原 体 に よ る 疾 病

う ち 熱 中 症

疾
病
分
類

業
種

　
　

食
 
料

 
品

 
製

 
造

 
業

　
　

繊
 
維

 
・

 
繊

 
維

 
製

 
品

 
製

 
造

 
業

　
　
木
 
材
 
・
 
木
 
製
 
品
 
家
 
具
 
装
 
備
 
品
 
製
 
造
 
業
　

　
　

パ
 
ル

 
プ

 
・

 
紙

 
 
 
紙

 
加

 
工

 
品

 
印

 
刷

 
 
 
 
・

 
製

 
本

 
業

　
　

化
 
学

 
工

 
業

　
　

窯
 
業

 
・

 
土

 
石

 
製

 
品

 
製

 
造

 
業

　
　

鉄
 
鋼

 
・

 
非

 
鉄

 
金

 
属

 
製

 
造

 
業

　
　

金
 
属

 
製

 
品

 
製

 
造

 
業

　
　

一
 
般

 
・

 
電

 
気

 
・

 
輸

 
送

 
用

 
機

 
械

 
 
 
 
工

 
業

　
　

電
 
気

 
・

 
ガ

 
ス

 
・

 
水

 
道

 
業

　
　

そ
 
の

 
他

 
の

 
製

 
造

 
業

　
製

　
造

　
業

　
小

　
計

　
 
 
 
 
 
鉱

　
　

　
　

　
　

　
業

　
 
 
 
 
 
建

　
　

　
設

　
　

　
業

　
 
 
 
 
 
運

　
輸

　
交

　
通

　
業

　
 
 
 
 
 
貨

　
物

　
取

　
扱

　
業

　
 
 
 
 
 
農

　
林

　
水

　
産

　
業

　
 
 
 
 
 
 
 
商

　
業

　
・

　
金

　
融

　
・

　
広

　
告

　
業

 
 
 
 
 
 
 
保

　
健

　
衛

　
生

　
業

　
 
 
 
 
 
接

　
客

　
・

　
娯

　
楽

　
業

　
 
 
 
 
 
 
 
清

　
掃

　
・

　
と

　
畜

　
業

　
 
 
 
 
 
そ

　
の

　
他

　
の

　
事

　
業

　
合

　
　

　
　

　
　

計

（
注
）
１
　
表
は
休
業
４
日
以
上
の
も
の
で
あ
る
。

４
　
「
化
学
物
質
」
は
労
働
基
準
法
施
行
規
則
別
表
第
１
の
２
第
７
号
に
掲
げ
る
名
称
の
化
学
物
質
で
あ
る
。

２
　
疾
病
分
類
は
労
働
基
準
法
施
行
規
則
第
3
5
条
に
よ
る
も
の
を
整
理
し
た
も
の
で
あ
る
。

５
　
本
統
計
の
数
字
は
平
成
2
7
年
中
に
発
生
し
た
疾
病
で
平
成
2
8
年
３
月
末
日
ま
で
に
把
握
し
た
も
の
で
あ
る
。

３
　
表
中
の
（
　
　
）
は
死
亡
で
内
数
で
あ
る
。

資
料

：
業

務
上

疾
病

調

じ ん 肺 症 及 び じ ん 肺 合 併 症

（ 休 業 の み ）

2
2
．
平
成
2
7
年
業
務
上
疾
病
発
生
状
況
（
業
種
別
・
疾
病
別
）

物
理
的
因
子
に
よ
る
疾
病

作
業
態
様
に
起
因
す
る
疾
病

が
ん

製 造 業

起 因 す る 疾 病

～ 以 外 の 作 業 態 様 に

に よ る 疾 病

～ 以 外 の 物 理 的 因 子

負 傷 に 起 因 す る 疾 病

有 害 光 線 に よ る 疾 病

電 離 放 射 線 に よ る 疾 病

異 常 気 圧 下 に お け る 疾

病
異 常 温 度 条 件 に よ る 疾 病

騒 音 に よ る 耳 の 疾 病

疾 患 と 内 臓 脱

重 激 業 務 に よ る 運 動 器
腰 痛

負 傷 に よ ら な い 業 務 上

頸 肩 腕 症 候 群

手 指 前 腕 の 障 害 及 び

（ が ん を 除 く ）

化 学 物 質 に よ る 疾 病

電 離 放 射 線 に よ る が ん

化 学 物 質 に よ る が ん

以 外 の 原 因 に よ る が ん

疾 患 ・ 心 臓 疾 患 等

過 重 な 業 務 に よ る 脳 血 管

合 計

業 務 に よ る 精 神 障 害

強 い 心 理 的 負 荷 を 伴 う

こ と の 明 ら か な 疾 病

そ の 他 の 業 務 に 起 因 す る

う ち 腰 痛 （ 災 害 性 腰 痛 ）

振 動 障 害

酸 素 欠 乏 症

病 原 体 に よ る 疾 病

う ち 熱 中 症
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所見のあった者

人  数 有所見率（％）

製 造 業

食 品 製 造

繊 維 工 業

衣 服 繊 維

木 材 木 製

家 具 装 備

パ ル プ 等

印 刷 製 本

化 学 工 業

窯 業 土 石

鉄 鋼 業

非 鉄 金 属

金 属 製 品

一 般 機 器

電 気 機 器

輸 送 機 械

電 気 ガ ス

他 の 製 造

小       計

鉱 業

石 炭 鉱 業

土 石 採 取

他 の 鉱 業

小       計

建 設 業

土 木 工 事

建 築 工 事

他 の 建 設

小       計

運 輸 交 通

鉄 道 等

道 路 旅 客

道 路 貨 物

他 の 運 輸

小       計

貨 物 取 扱

陸 上 貨 物

港 湾 運 送

小       計

１号～５号 中計

23．平成27年定期健康診断実施結果（業種別）

業　　　　　　　　種 健診実施事業場数 受診者数
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所見のあった者

人  数 有所見率（％）
業　　　　　　　　種 健診実施事業場数 受診者数

農 林 業

畜 産 水 産

商 業

金 融 広 告

映 画 演 劇

通 信 業

教 育 研 究

保 健 衛 生

接 客 娯 楽

清 掃 と 畜

官 公 署

他 の 事 業

６号～１７号 中計

合       計
資料：定期健康診断結果調
（注） １　「健康診断実施事業場数」欄は健診実施延事業場数である。

２　（　　　）内は年２回以上健診を実施した事業場数で内数である。
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健診実施
事業場数

受診労働者数
有 所 見
者　　数

有所見率
（％）

有機溶剤
鉛
四アルキル鉛
電離放射線
除染等電離放射線
高圧室
潜水

（小計）
ベンジジン
4-アミノジフェニル
4-ニトロジフェニル
ビス（クロロメチル）エーテル
β-ナフチルアミン

（小計）
ジクロルベンジジン
α-ナフチルアミン
塩素化ビフェニル
ｏ-トリジン
ジアニシジン
ベリリウム
ベンゾトリクロリド
アクリルアミド
アクリロニトリル
アルキル水銀化合物
エチレンイミン
塩化ビニル
塩素
オーラミン
ｏ-フタロジニトリル
カドミウム
クロム酸
クロロメチルメチルエーテル
五酸化バナジウム
コールタール
シアン化カリウム
シアン化水素
シアン化ナトリウム
3,3'-ジクロロ-4,4'-ジアミノジフェニルメタン
臭化メチル
重クロム酸
水銀
トリレンジイソシアネート
ニッケルカルボニル
ニトログリコール
ｐ-ジメチルアミノアゾベンゼン
ｐ-ニトロクロルベンゼン
フッ化水素
β-プロピオラクトン
ベンゼン
ペンタクロルフェノール
マゼンタ
マンガン
沃化メチル
硫化水素

24．平成27年特殊健康診断実施状況（対象作業別）

対象作業

高
気
圧
製
造
禁
止
物
質

特
定
化
学
物
質

－ 85－



健診実施
事業場数

受診労働者数
有 所 見
者　　数

有所見率
（％）対象作業

硫酸ジメチル
ﾆｯｹﾙ化合物(ﾆｯｹﾙｶﾙﾎﾞﾆﾙを除き、粉状の物に限る)
砒素及びその化合物(ｱﾙｼﾝ及び砒化ｶﾞﾘｳﾑを除く)
酸化プロピレン
1,1-ジメチルヒドラジン
インジウム及びその化合物
エチルベンゼン
コバルト及びその化合物
1,2－ジクロロプロパン
クロロホルム
四塩化炭素
1,4－ジオキサン
1,2－ジクロロエタン
ジクロロメタン
ジメチル－2,2－ジクロロビニルホスフェイト
スチレン
1,1,2,2－テトラクロロエタン
テトラクロロエチレン
トリクロロエチレン
メチルイソブチルケトン
ナフタレン
リフラクトリーセラミックファイバー

（小計）
アモサイト
クロシドライト
石綿（アモサイト及びクロシドライトを除く）
石綿の製造・取扱い業務の周辺業務

（小計）

紫外線、赤外線
騒音
マンガン化合物（塩基性酸化マンガン）
黄りん
有機りん剤
亜硫酸ガス
二硫化炭素（有機溶剤業務に係るものを除く）
ベンゼンのニトロアミド化合物
脂肪族の塩化または臭化炭化水素
砒素またはその化合物（特化則適用以外のものに限る）

フェニル水銀化合物
ｱﾙｷﾙ水銀化合物（特化則適用以外のものに限る）
クロルナフタリン
沃素
米杉等
超音波溶着機
キーパンチ・ＶＤＴ作業
振動

腰痛(注１)

金銭登録
引金付工具
レーザー機器
その他

資料：特殊健康診断結果調
(注1）従来までは「重量物」と表記していたもの。

名称を変更したもので、対象作業の内容、健診項目等は従来と同一である。
(注2)「受診労働者数」及び「有所見者数」については、

労働基準監督署に提出された健康診断結果報告書を累積して集計している。

指導勧奨計
総計

特
定
化
学
物
質

石
綿

法定特殊健診計

指
導
勧
奨
に
よ
る
も
の
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全国計
区分 じん肺管理区分決定件数

業種名

イ ロ 計 PR4（c） F（＋＋） 計

資料：じん肺健康管理実施結果調 ２．表中の記号はそれぞれ次の意味を表わす。
（注）１．（）内の数字は随時申請で外数である。     PR4(c)：エックス線写真の像が第４型（じん肺による大陰影の大きさが１側の肺野の３分の１を超えるものである。）

    F(++) ：じん肺による著しい肺機能の障害がある。
３．新規有所見労働者は管理１であった労働者で、管理２以上に決定された者の数である。

管 理 ４

　　　　　 25．平成27年 業種別じん肺健康管理 実施状況
有

所

見

者

数

合

併

症

り

患

件

数

適

用

事

業

所

数

従

事

労

働

者

数

粉

じ

ん

作

業

実

施

事

業

場

数

じ

ん

肺

健

康

診

断

実

施

労

働

者

数

じ

ん

肺

健

康

診

断

労

働

者

数

新

規

有

所

見

計

管

理

１

管

理

２

管 理 ３

製

造

業

鉱

業

建

設

業

上 記 以 外 の 事 業

計

小 計

上 記 以 外 の 製 造

そ の 他 輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業

造 船 業

電 気 機 械 器 具 製 造 業

一 般 機 械 器 具 製 造 業

金 属 製 品 製 造 業

そ の 他 の 非 鉄 金 属 製 造 業

非 鉄 金 属 鋳 物 業

非 鉄 金 属 精 練 圧 延 業

そ の 他 の 鉄 鋼 業

鋳 物 業

製 鉄 ・ 製 鋼 ・ 圧 延 業

そ の 他 の 土 石 製 品 製 造 業

そ の 他 の 窯 業

耐 火 煉 瓦 製 造 業

陶 磁 器 製 造 業

ガ ラ ス 製 造 業

セ メ ン ト 製 造 業

上 記 以 外 の 化 学 工 業

ゴ ム 製 品 製 造 業

上 記 以 外 の 建 設 業

ト ン ネ ル 建 設 工 事 業

小 計

そ の 他

石 油 等 鉱 業

金 属 鉱 業

そ の 他 の 土 石 採 取 業

砂 利 採 取 業

採 石 業

そ の 他 の 石 炭 鉱 業

一 般 石 炭 鉱 業
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全国計
区分 じん肺管理区分決定件数

業種名

イ ロ 計 PR4（c） F（＋＋） 計

資料：じん肺健康管理実施結果調 ２．表中の記号はそれぞれ次の意味を表わす。
（注）１．（）内の数字は随時申請で外数である。     PR4(c)：エックス線写真の像が第４型（じん肺による大陰影の大きさが１側の肺野の３分の１を超えるものである。）

    F(++) ：じん肺による著しい肺機能の障害がある。
３．新規有所見労働者は管理１であった労働者で、管理２以上に決定された者の数である。

管 理 ４

　　　　　 25．平成27年 業種別じん肺健康管理 実施状況
有

所

見

者

数

合

併

症

り

患

件

数

適

用

事

業

所

数

従

事

労

働

者

数

粉

じ

ん

作

業

実

施

事

業

場

数

じ

ん

肺

健

康

診

断

実

施

労

働

者

数

じ

ん

肺

健

康

診

断

労

働

者

数

新

規

有

所

見

計

管

理

１

管

理

２

管 理 ３

製

造

業

鉱

業

建

設

業

上 記 以 外 の 事 業

計

小 計

上 記 以 外 の 製 造

そ の 他 輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業

造 船 業

電 気 機 械 器 具 製 造 業

一 般 機 械 器 具 製 造 業

金 属 製 品 製 造 業

そ の 他 の 非 鉄 金 属 製 造 業

非 鉄 金 属 鋳 物 業

非 鉄 金 属 精 練 圧 延 業

そ の 他 の 鉄 鋼 業

鋳 物 業

製 鉄 ・ 製 鋼 ・ 圧 延 業

そ の 他 の 土 石 製 品 製 造 業

そ の 他 の 窯 業

耐 火 煉 瓦 製 造 業

陶 磁 器 製 造 業

ガ ラ ス 製 造 業

セ メ ン ト 製 造 業

上 記 以 外 の 化 学 工 業

ゴ ム 製 品 製 造 業

上 記 以 外 の 建 設 業

ト ン ネ ル 建 設 工 事 業

小 計

そ の 他

石 油 等 鉱 業

金 属 鉱 業

そ の 他 の 土 石 採 取 業

砂 利 採 取 業

採 石 業

そ の 他 の 石 炭 鉱 業

一 般 石 炭 鉱 業
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⑴

⑵

イ

①

②

ロ

①

②

件 － 百人

（注） 適用労働者数は、平成24年経済センサス-活動調査等に基づき推計した適用労働者数である。

26.　最 低 賃 金 決 定 状 況

(1)　決定方式別の最低賃金決定件数及び適用労働者数

（平成28年3月31日現在）

決　　　定　　　方　　　法 決　定　件　数 適用労働者数

 従来の産業別最低賃金

 厚生労働大臣決定分

 都道府県労働局長決定分

地域別最低賃金

特定最低賃金

 新産業別最低賃金

 厚生労働大臣決定分

 都道府県労働基準局長決定分

合　　　　　　　　　　　計
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(2)　平成27年度特定最低賃金の決定件数、適用使用者数及び適用労働者数

業　　　　　　　　　　種

食 料 品 ・ 飲 料 製 造 業 関 係 件 百人 百人

繊 維 工 業 関 係

木 材 ・ 木 製 品 製 造 業 関 係

パ ル プ ・ 紙 ・ 紙 加 工 品 製 造 業

印 刷 ・ 同 関 連 産 業 関 係

塗 料 製 造 業 関 係

ゴ ム 製 品 製 造 業 関 係

窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業 関 係

鉄 鋼 業 関 係

非 鉄 金 属 製 造 業 関 係

金 属 製 品 製 造 業 関 係

一 般 機 械 器 具 製 造 業 関 係

精 密 機 械 器 具 製 造 業 関 係

電 気 機 械 器 具 製 造 業 等 関 係

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業 関 係

小　　　　　　　　　計

新 聞 ・ 出 版 業 関 係

各 種 商 品 小 売 業 関 係

自 動 車 小 売 業 関 係

自 動 車 整 備 業 関 係

道 路 貨 物 運 送 業 関 係

小　　　　　　　　　計

合　　　　　　　　　計

木材･木製品･家具･装備品製造業関係

道 路 貨 物 運 送 業 関 係

全国非金属鉱業 厚生労働大臣決定 関係

合　　　　　　　　　計

2 　適用使用者数及び適用労働者数は、平成24年経済センサス-活動調査等に基づき推計した適用使用者数

1 　複数の業種にまたがって設定されているものについては、主な業種に計上している。

　　及び適用労働者数である。

（平成28.3.末現在）

決定件数 適用使用者数 適用労働者数

(注)

新
産
業
別
最
低
賃
金

旧
産
業
別
最

低
賃
金

特
定
最
低
賃
金

総　　　　合　　　　計
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(1)　委託者数及び代理人数

(平成27年10月1日現在）

委託者数 代理人数

計 製造・販売業者 請負業者

(2)　業種別家内労働従事者数、家内労働者数及び補助者数

(平成27年10月1日現在）

業種別
家内労働従事者数
（総数）

家内労働者数 補助者数

計

食料品

繊維工業

木材・木製品、家具・装備品

紙・紙加工品

印刷・同関連及び出版業

ゴム製品

皮革製品

窯業・土石製品

金属製品

電子部品・デバイス

電気機械器具

情報通信機械器具

機械器具等

その他（雑貨等）

27.　家内労働法適用状況

－ 92－



審
　
議
　
会
　
等

石 綿 対 策 室

環 境 改 善 室

化 学 物 質

評 価 室

電 離 放 射 線

労 働 者 健 康 対 策 室

産 業 保 健

支 援 室

調 査 官

建 設 安 全

対 策 室

労 働 保 険 徴 収 課

労 災 管 理 課

監 督 課

労 働 条 件 政 策 課

化 学 物 質 対 策 課

補 償 課

（ 三 二 一 ）

（ 四 ）

支 　 署

2
8
．

労
働

基
準

行
政

機
構

図
（
平

成
2
7
年

4
月

1
0
日
現
在
）

過 労 死 等 防 止 対 策

企 画 官

労 働 保 険

審 査 会 事 務 室

都 道 府 県 労 働 局

審
　
議
　
会

（ 四 七 ）

　 地 方 最 低 賃 金 審 議 会

　 地 方 労 働 審 議 会
労 働 基 準 監 督 署

調 査 官

労 災 保 険

審 理 室

職 業 病

認 定 対 策 室

労 働 保 険

徴 収 業 務 室

労 災 保 険

財 政 数 理 室

調 査 官審 議 官 （ 労 災 担 当 ）

審 議 官

（ 賃 金 、 社 会 ・ 援 護 ・

　 人 道 調 査 担 当 ）

審 議 官

（ 労 働 条 件 政 策 担 当 ）

労 働 衛 生 課

安 全 課

計 画 課

勤 労 者 生 活 課

労 災 保 険 業 務 課

調 査 官

労 働 金 庫

業 務 室

勤 労 者 福 祉

事 業 室

総 務 課

医 療 労 働 企 画 官

調 査 官

労 働 条 件 確 保

改 善 対 策 室

過 労 死 等 防 止 対 策 推 進 協 議 会

労 働 保 険 審 査 会

参 事 官

（ 賃 金 時 間 担 当 ）

中 央 最 低 賃 金 審 議 会

労 働 政 策 審 議 会

安 全 衛 生 部

厚 生 労 働 省 労 働 基 準 局

労 働 基 準 監 督 官 分 限 審 議 会
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労働基準行政所掌法令

法 律 政 令 省 令

労働基準法

昭 ・ ・ 第 号

労働基準法第 条第 項

の時間外及び休日の割増

賃金に係る率の最低限度

を定める政令

・労働基準法施行規則

・女性労働基準規則

・年少者労働基準規則

・事業附属寄宿舎規程

・建設業附属寄宿舎規程

労働者災害補償保険法

昭 ・ ・ 第 号

労働者災害補償保険法施

行令

・労働者災害補償保険法施行規則

・労働者災害補償保険特別支給金支給規則

労働金庫法

（昭 ・ ・ 第 号）

労働金庫法施行令 ・労働金庫法施行規則

最低賃金法

昭 ・ ・ 第 号

・最低賃金法施行規則

中小企業退職金共済法

昭 ・ ・ 第 号

中小企業退職金共済法施

行令

・中小企業退職金共済法施行規則

じん肺法

昭 ・ ・ 第 号

・じん肺法施行規則

労働災害防止団体法

昭 ・ ・ 第 号

・労働災害防止団体法施行規則

炭鉱災害による一酸化炭素中

毒症に関する特別措置法

昭 ・ ・ 第 号

・炭鉱災害による一酸化炭素中毒症に関す

る特別措置法施行規則

社会保険労務士法

昭 ・ ・ 第 号

社会保険労務士法施行令 ・社会保険労務士法施行規則

・社会保険労務士法に係る聴聞等手続規則

労働保険の保険料の徴収等に

関する法律

昭 ・ ・ 第 号

労働保険の保険料の徴収

等に関する法律施行令

・労働保険の保険料の徴収等に関する法律

施行規則

失業保険法及び労働者災害補

償保険法の一部を改正する法

律及び労働保険の保険料の徴

収等に関する法律の施行に伴

う関係法律の整備等に関する

法律

昭 ・ ・ 第 号

・失業保険法及び労働者災

害補償保険法の一部を

改正する法律及び労働

保険の保険料の徴収等

に関する法律の施行に

伴う関係政令の整備等

に関する政令

・労働保険事務組合に対す

る報奨金に関する政令

・失業保険法及び労働者災害補償保険法の

一部を改正する法律及び労働保険の保険

料の徴収等に関する法律の施行に伴う労

働省令の整備等に関する省令

・労働保険事務組合に対する報奨金に関す

る省令

家内労働法

（昭 ・ ・ 第 号）

・家内労働法施行規則

勤労者財産形成促進法

昭 ・ ・ 第 号

勤労者財産形成促進法施

行令

・勤労者財産形成促進法施行規則

労働安全衛生法

昭 ・ ・ 第 号

労働安全衛生法施行令

労働安全衛生法関係手数

料令

・労働安全衛生規則

・ボイラー及び圧力容器安全規則

・クレーン等安全規則

・ゴンドラ安全規則

・有機溶剤中毒予防規則

・鉛中毒予防規則

・四アルキル鉛中毒予防規則

・特定化学物質障害予防規則

・高気圧作業安全衛生規則

－ 94－



 

 

法 律 政 令 省 令

・電離放射線障害防止規則

・酸素欠乏症等防止規則

・事務所衛生基準規則

・粉じん障害防止規則

・石綿障害予防規則

・労働安全衛生法及びこれに基づく命令に

係る登録及び指定に関する省令

・機械等検定規則

・産業安全専門官及び労働衛生専門官規程

・労働安全コンサルタント及び労働衛生コ

ンサルタント規則

・ 構造規格

・東日本大震災により生じた放射性物質に

より汚染された土壌等を除染するための

業務等に係る電離放射線障害防止規則

作業環境測定法

昭 ・ ・ 第 号

作業環境測定法施行令 ・作業環境測定法施行規則

賃金の支払の確保等に関する

法律

昭 ・ ・ 第 号

賃金の支払の確保等に関

する法律施行令

・賃金の支払の確保等に関する法律施行規

則

労働時間等の設定の改善に関

する特別措置法

平 ・ ・ 第 号

労働時間等の設定の改善

に関する特別措置法第 条

から第 条までに規定す

る厚生労働大臣の権限の

一部の委任等に関する政

令

・労働時間等の設定の改善に関する特別措

置法施行規則

石綿による健康被害の救済に

関する法律

平 ・ ・ 第 号

石綿による健康被害の救

済に関する法律施行令

・厚生労働省関係石綿による健康被害の救

済に関する法律施行規則

労働契約法

平 ・ ・ 第 号

・労働契約法第 条第１項の通算契約期

間に関する基準を定める省令

過労死等防止対策推進法

（平 ・ ・ 第 号）

過労死等防止対策推進協

議会令

専門的知識等を有する有期雇

用労働者等に関する特別措置

法

（平 ・ ・ 第 号）

・専門的知識等を有する有期雇用労働者等

に関する特別措置法施行規則

・特定有期雇用労働者に係る労働基準法施

行規則第５条の特例を定める省令
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